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☆はじめに

１．２０２６年度第１回地域別総代会議の開催にあたって

●総代のみなさん、お忙しい中、

お集まりいただきありがとうございます。       

今回は、２０２６年度の上期のまとめについての報告

を行います。

●また、報告への感想や質問、生協の取り組みに対する

ご意見など遠慮なく出していただき、理解を深める

中から、生協をさらによりよくしていきたいと思って

います。

２．予定進行スケジュール（状況に応じて変更する場合があります。ご了承下さい）

時 間 内 容

10：00～10：07 ・出席状況確認 ・開会の挨拶、参加職員紹介

10：07～10：47 ・上期の活動や決算について

10：47～10：57 ・私たちの声（アンケート）の記入、交流会の説明

10：57～11：47 ・グループ交流  ・発表、回答

11：47～12：00 ・おすすめ商品説明 ・各事業部からのお知らせ

・第２回地域別総代会議について ・閉会のあいさつ

※開催時間 10：00～12：00

３．第２回地域別総代会議について

   ●２０２７年 ２月８日 ～ ３月９日の期間で開催されます。 

●開催が近づきましたら、ご連絡を差し上げます。 

  ご出席、よろしくお願いいたします。

４．お知らせ
ココーーププフフェェススタタ２２００２２６６ 

   ああつつままれれ「「かかんんままちちああ」」 みみんんななででＧＧＯＯＧＧＯＯココーーププへへ行行ここうう

開催日時：２０２６年１１月２９日（日）１０：００ ～ １５：００

会  場： 鹿児島市 かんまちあ（鹿児島駅から徒歩）
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ⅠⅠ．．ははじじめめにに  ～～取取りり巻巻くく情情勢勢                                                
  

 ①２０２６年２月から続く中東情勢の緊張により、燃料費の高騰、食品・日用品の価格上昇、プラ

スチック製品や包材等の値上げにも影響が及んでいます。また、石油由来原料の不足のため、商

品、容器・包装資材、インク等の調達が困難な状況となり、包材（パッケージ）・形態の変更を行

い、販売を行った商品もありました。労働力不足の深刻化が企業の人件費増加につながってお

り、結果として価格転嫁が進み、消費者の生活コスト負担が大きくなっています。節約志向が高

まり、特売への需要が増加している傾向も続いています。 

 ②２０２６年４月～５月にかけてニューヨークにてＮＰＴ（核不拡散条約）再検討会議が開催さ

れ、生協コープかごしまからも役員を１名派遣しました。ウクライナ情勢や中東情勢の緊迫化、

アメリカやロシアなどの対立、イランの核問題をめぐる見解の溝が埋まらず、３回連続で最終文

書の採択を断念し、決裂に終わりました。対話継続の重要性のみが共有され、課題が残る結果と

なっています。 

 ③日本政府は、国家安全保障戦略・国家防衛戦略・防衛力整備計画（安全保障関連３文書）の年内

改定に向けて、４月より有識者会議を開催しています。また、「防衛装備移転３原則」と運用指針

を改定し、殺傷・破壊能力を持つ武器の輸出を原則可能にするという戦後最大級の政策転換を決

定しました。「いつまでも戦後・いつまでも平和」であり続けるための取り組みが、ますます重要

となっています。 

  

ⅡⅡ．．２２００２２６６年年度度上上期期（（４４～～９９月月））のの振振りり返返りり                                
  

１１．．組組織織のの成成長長とと事事業業のの到到達達  

  

２２．．２２００２２６６年年度度のの活活動動状状況況ににつついいてて  

  

  ２２００３３００年年ビビジジョョンン第第２２次次中中期期計計画画（（２２００２２４４年年度度～～２２００２２６６年年度度））にに基基づづきき、、「「４４つつのの柱柱」」にに沿沿っっ

てて取取りり組組みみをを推推進進ししてていいまますす。。２２００２２６６年年度度方方針針でではは、、２２００２２５５年年度度のの振振りり返返りりををももととにに、、「「ココミミュュ

ニニケケーーシショョンンのの活活性性化化」」「「組組織織基基盤盤作作りり」」「「体体制制確確保保やや生生産産性性のの向向上上」」をを重重視視しし、、併併せせてて、、２２００２２７７年年

度度かかららははじじままるる「「第第３３次次中中期期４４かか年年計計画画作作りり」」ににもも取取りり組組んんででいいまますす。。  

  

（（１１））ココミミュュニニケケーーシショョンンのの活活性性化化  

・産直品の安全性確保や生産者との円滑なコミュニケーションを目的として、産地への訪問、農産

物の外部機関による残留農薬検査の実施、組合員と生産者との課題解決に向けた意見交換をすす

めてきました。また、テナント職員や委託職員ともコミュニケーションを図りながら、相互理解

を深め、円滑な事業所運営につなげています。 

・職場内でのコミュニケーションの活性化に向けて、朝礼や職場会などの集まる場の活用や、日報

等を通じた取り組みや組合員の声の共有をすすめています。また、役員会や理事会でも組合員の

声の共有をはかり対応状況の確認を行っています。 

  

（（２２））組組織織基基盤盤作作りり  

    ・２０２５年度末に実施した「年度方針動画視聴」のアンケートからはコミュニケーション促進や

供給高
全体
店舗
無店舗

実績 予算比 前年比
178.4億 101.3% 101.9%
101.1億 103.0% 103.8%
76.6億 99.3% 99.6%

組合員数
出資金

実績 前年比 前年差
354,654人 100.7% 2,308人

124億7,153万円 100.6% 7,184万円
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目的意識を持って働くことに対する前向きな感想が出されており、一定、年度方針への理解が進

んだことが読み取れる状況にあります。 

  ・学習会や産地見学、産地交流会に参加された組合員に対して、学んだことや、実感したことを、

一人でも多くの方に伝えていただくよう呼びかけを行っています。 

  ・商品学習の場への現場職員の参加機会を増やし、学んだことや商品の価値を伝える取り組みの具

体化につなげました。 

  

（（３３））体体制制確確保保やや生生産産性性のの向向上上  

  ・人手不足の解消に向けて、部署間連携による転職フェア対応や、外部人材（スキマバイト）活用

による欠員対応を行いました。 

 ・外国人雇用に関しては、昨年採用した１人の奮闘ぶりを評価し、新たに産直センターで４人採用

することを決め、受け入れの準備をすすめています。 

・生成ＡＩを活用した本部業務効率化の取り組みでは、外部講師による学習会を継続しつつ、マニ

ュアルの視覚化やアンケートの集計・要約といった実務での試験運用を行いました。これにより、

業務作業にかかる時間短縮の実現や業務改善につながる可能性にもつながり、本格導入に向けた

検討および準備を進めています。 

  

（（４４））第第３３次次中中期期４４かか年年計計画画作作りり  

  ・２０３０年ビジョンの実現に向け、各事業部から選出された９人の職員が中心となりプロジェ

クトを立ち上げ「第３次中期計画」の策定を進めています。組合員や職員の声を活用するとと

もに、組合員理事との直接対話の場を設け、組織の現状や社会情勢を分析しながら課題の整理

を図っています。 

 

３３．．「「４４つつのの柱柱」」のの取取りり組組みみ状状況況  

  

【【第第１１のの柱柱】】  地地域域のの組組合合員員・・生生活活者者にに寄寄りり添添っったた事事業業経経営営のの成成長長  

（１）「食」を中心にした運動の推進と「食の安心・食品の安全」の取り組み 

１）基軸商品「米」「牛乳」「たまご」の利用普及 

①「米」については、昨年は備蓄米供給開始や米不足・数量制限の影響で需要が伸びたため、今

年はその反動もあり、店舗・無店舗ともに昨年と比較して利用が低迷する時期がありました。 

②「牛乳」については、店舗・無店舗ともに前年を上回る供給を維持しました。特に、「コープか

ごしま牛乳」は各月で利用が伸び、組合員からの安定した支持が続いています。 

③「たまご」については、店舗・無店舗ともに前年を上回る供給と利用が継続しました。店舗で

は昨年よりセール休止を継続していますが、全体の利用点数への影響は見られず、安定した支

持を維持しました。無店舗でも高い利用が続き、たまご全体として堅調な推移となりました。 

  

２）商品の価値を学び、広げる取り組み 

①産地訪問や田植え・稲刈り交流

会、産直二者認証委員会などの直

接的な交流の場では、異常気象や

物価高騰による影響について生

産者が苦労している状況や、組合

員・職員・生産者で一緒になって

課題解決できることはないかな

ど、意見交換を重ねています。 

②生産者やメーカーとのコミュニケーションの機会として、「田植え交流会」「野菜ＢＯＸ交流会」

「産直梅交流会」「草取り交流会」「稲刈り交流会」等を開催し、いずれの交流会にも多くの組

合員の参加がありました。また、産直二者認証委員会では、山口農園（みかん）、沖永良部の喜

井農園（じゃがいも、人参）、高山ヨロコビ会の又野さん（みかん）、牧内農園（いちご）、株式

会社前田いちご園（いちご）、馬場口農園（ぶどう）、追立農園（大根）、ＪＡさが白石地区蓮根

部会特選出荷研究チーム（れんこん）、産直有明とがんまい、産直若鶏、産直牛の認証を行い、

いずれも承認されました。 
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③アメリカの大豆・小麦生産者ボブさんとスコットさんを招いて学

習会を開催し、ＳＢ＆Ｂ社の歴史や理念、Ｎｏｎ­ＧＭＯ大豆へ

のこだわりを直接伺いました。参加者から高い評価が寄せられ、

海外生産者との貴重な交流の場となり、遠く離れた生産者の努力

と誠実な姿勢によって支えられていることを改めて実感する機会

となりました。 

④食を中心とした取り組みへの理解を広げる学習活動として、夏休

み期間中に鹿児島市内４か所の児童クラブへの出前授業を実施し

ました。今年は南日本酪農協同㈱、鹿児島県漁業協同組合、鹿児

島パールライス㈱に協力を呼びかけ、「牛乳」「カツオ」「米」についての学習と、コープかごし

まの取り組みについてお知らせしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤店舗では毎月１日・１５日の「くらし応援コープの日」に合わせて、新聞折込み、テレビＣＭ、

アプリ、ＬＩＮＥ等、様々な媒体を活用しながら「食の安心・食品の安全」の取り組みをお知

らせしています。「生協品質」として提案する商品については、無店舗事業や、機関紙「まい・

こーぷ」と連動した取り組みとして位置づけるなど、一体感のある訴求を行いました。 

⑥無店舗では、「かごんまーとプラス」を中心に商品の価値を伝える紙面を展開し、支持拡大に努

めました。県産品のいつもくん推進の一環として、５月のボブさん・スコットさんの学習会に

職員９名が参加し、価値を伝える取り組みをすすめました。６月に実施したミートセンター見

学と産直若鶏試食会では全事業所から１２人が参加し、産直若鶏の特徴や製造工程への理解を

深めました。８月１週では、「ボブさんもめん・きぬごし」、９月１週では「産直若鶏モモ肉・

ムネ肉」のいつもくん登録訴求を行い、いずれも登録点数の前進につながっています。 

   ⑦機関紙「まい・こーぷ」では「鹿児島産豚肉のスライスロースハム」「田舎麦みそ」「コープサ

ステナブル」「smile ring（スマイルリング）緑茶ティーバッグ」「産直米」「種子島バター」の

特集を組みました、コープヌードル・種子島バターに関してはここ数年掲載がなく、「知らなか

った」といった声もいただいています。また、８月号の「産直米」の掲載では、表紙のお子さ

んが真剣に田植えをしている様子が、多くの反響を呼びました。 

 

  ３）品質保証の取り組み 

①年間計画に基づく店舗衛生点検の取り組みを、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れながら実施しま

した。6 月から 7 月の店舗衛生月間では e ラーニングでの教育と、その実践検証として８月に

「めざせ！手洗いマイスター！手洗いスキルアップ選手権」を実施し、３０５人の参加でルー

ル通りの手洗いができていることを確認しました。 

②商品微生物モニタリング検査を実施しました。検体数は１,７７８検体、検査項目は８，０７７

項目、検体内訳概略は産直Ｃ４９０件、ＰＢ商品８２件、店舗加工品２８６件、その他収去品

２０９件、たまご２４件、鶏刺２２件、新商品２３６件、器具ふき取り検査４２９件で、検査

結果は問題ないレベルでした。 

③産直商品の出荷前残留農薬検査は、産直人参(喜井農園)、産直紅甘夏(浜崎農園)、産直じゃがい

今年も親子で来鹿いただいた 

ボブさん（右）とスコットさん 
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も(ながさき南部生産組合)、産直ミニトマト (JA 鹿児島きもつきミニトマト部会)、産直南高

梅(JA 北さつまうめ部会)、産直甘夏みかん(浜崎農園)、産直小松菜(松崎農園)、産直ふかねぎ

(ドリームファーム)、産直れんこん(JA さが白石)、産直巨峰ぶどう(馬場口農園)、産直グリー

ンハウスミカン(又野さん)、産直オクラ（杉村農園）、産直たまねぎ（JA そらち）、極早生みか

ん（又野さん）、産直みかん（日高農園）を対象に実施し、いずれも基準外はありませんでした。 

 

（２）組合員のくらしに寄り添った事業展開 

  １）店舗事業 

①仲間づくりは、予算計画比１２０．３％（前年比９９．０％）と、目標を大きく上回る結果と

なりました。推進にあたっては、レジ・カウンターでの未加入者への声かけや、店内放送の実

施、新規加入者向けに「今だけプレゼント」企画の継続など、取り組みを強化しました。仲間

づくりの推進と並行して来店者を増やす取り組みを継続し、来店者は予算比９９．９％（前年

比１００．９％）の到達となっています。 

②物価高騰への家計応援を目的として、３月～５月に「くらし応援全国キャンペーン」を実施し

ました。続いて、７月２日～７月１５日には、コープ商品の良さ・価値を広く伝える企画とし

て「ラブコープキャンペーン」を展開しました。また、生鮮部門を起点に商品提案力の向上を

めざし、４月に「トマトフェス」、８月に「肉フェス」を実施しました。部門横断での提案によ

り、店内各所で「トマト」「お肉」をテーマにした商品展開を行うことができました。 

③コープマネーの利用は、利用者率３０．５％、利用額率３１．０％となっています。コープマ

ネーを中心としたキャッシュレス化の促進と、業務効率の改善を目的に、毎月５日と１５日を

「チャージプレミアム２倍の日」、２５日を「チャージプレミアム５倍の日」として、継続的に

取り組みを行いました。 

④乗用車のブレーキとアクセルの踏み間違いによる事故が増加し

ている状況を踏まえ、組合員が安心して買い物できる環境づく

りを目的として、南谷山店、田上店、西陵店、吉野店、荒田店、

玉竜店、川内店、指宿店、しぶし店、国分店、姶良店、出水店へ

「バリカー（車止め用の柵）」を設置しました。 

⑤人手不足への対応や生産性向上をめざし、業務改善に向けた仕

組みづくりを進めました。下期に導入を予定している「フルセル

フレジ」や「電子棚札」については、コープ九州事業連合と定期

的な協議の場を設けながら、計画的に準備を進めています。 

 

  ２）無店舗事業 

   ①カタログ配付者数予算比９８．２％（前年比９８．３％）、利用者数予算比９８．７％（前年比

９８．４％）と予算・前年を超えられていませんが、一人当たり利用金額が前年比１０１．４％

と伸長しており、供給高の伸びにつながっています。 

②仲間づくりは予算比９５．６％（前年比１０２．４％）と予算には届いていないものの、前年

を上回って推移しています。すこやかふれあいフェスタやリトルママフェスタ、川内地域での

わくわく知育あそびフェスタなど、様々な地域・店舗・子育てのイベントへ積極的に参加し、

無店舗事業の認知拡大に取り組みました。Ｗｅｂ加入者数は５７２人（前年差△１９人）と９

月まで累計では前年を下回っていますが、ＳＮＳを活用したＷｅｂ広告の配信強化にも取り組

んだことで、７月以降は前年比＋２７人となり、前年を上回る加入者数で推移しています。 

③店舗感謝祭・誕生祭でブース出展し、無店舗の配達利用を案内しました。また、かのや店リニ

ューアル休業にあわせ、日頃かのや店を利用している組合員のお困りごとの解消を目的に、無

店舗配達の案内を強化しました。ＤＭの送付や店内での案内を中心に、店舗受け取りステーシ

ョンや個別配達など、組合員の生活スタイルに合った利用方法を案内しました。 

④夏季期間における現場の負荷軽減と仲間づくりの後押しの目的で、後方支援施策の強化を図り

ました。８～９月の期間中の成約者については、「いつもくん」への登録を条件に８週間の個配

手数料を無料とし、配達を利用しやすくする施策を実施しました。また、休止者約２，０００

人へ利用を休止した理由をお聞きするＤＭを発送し、１００人の組合員から声を聞くことがで

き、７２人の方が利用再開となりました。 

 

  ３）共済事業、福祉事業、買物支援の取り組み 

１２店舗にバリカーを設置 
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   ①共済事業については、９月末時点のたすけあい共済契約件数は９７，

０４５件で、多くの組合員への保障分野でのお役立ちを継続していま

す。共済金支払いは累計１４，０３７件、７億９，１７６万円となり

ました。「ジュニア１０００円コースお誕生前申し込み」は累計１，

０５４件の受付となっており、組合員への案内をすすめています。

「１００か月ＣＯ・ＯＰ」についても、展開に向けた準備を行ってい

ます。 

②店舗に於ける共済推進上の組合員案内の質向上に向けて、指宿店・国

分店・姶良店・出水店をモデル店舗として取り組みをすすめていま

す。加入者１，０００万人感謝キャンペーンやぬりえ企画などを通じ

て組合員との接点づくりをすすめるとともに、「お誕生前申し込み」

制度の普及や共済の価値発信に取り組みました。また、職員向けの

「想いの学習」を実施し、組合員へのお役立ちや共済の役割について

理解を深める機会となりました。 

③福祉事業では、デイサービス田上にじいろを支える会の活動を継続するとともに、本部職員

向けの福祉（介護）学習会を実施し福祉事業への理解促進をすすめました。通所介護事業は

利用者の新規受入れや利用再開に取り組み、収入面は前年を上回る実績で推移。また、居宅

介護支援、訪問介護、通所介護の各事業において、医療機関や関係機関との連携をすすめな

がら利用者の在宅生活継続を支援するとともに、感染症対策や災害対応を含む職員研修を実

施し、サービス品質の向上に取り組みました。 

④買物支援活動では、店舗ふれあい便登録者数が４，１３８人とな

り、多くの組合員の買物を支える取り組みとなっています。移動店

舗は川内地区を中心に利用拡大が続き、買物送迎についても吉野

店、西陵店、かせだ店に加え、伊集院店での運行を開始しました。

また、加世田地区でのお弁当宅配や阿久根市での公民館配達など、

新たな地域ニーズへの対応もすすめています。行政や社会福祉協議

会との連携も広がり、地域の見守りやくらし支援につながる取り組

みとして評価されています。 

⑤店舗、無店舗、共済、広報に所属する職員参加による総合利用推進

の協議を継続するとともに、大隅・加世田・県央・日置の各調整会

において地域状況や取り組み状況の共有をすすめました。買物支援

活動や共済活動など組合員へのお役立ちにつながる実践交流や学習をすすめながら、事業横

断での連携強化に取り組みました。 

 

【【第第２２のの柱柱】】  組組合合員員のの参参加加・・参参画画ののひひろろががりりとと職職員員ののややりりががいいとと希希望望づづくくりり  

（１）組合員の参加・参画のひろがりづくり 

  １）機関会議への組合員参加の状況 

①第３回地域別総代会議は、総代数５４０人に対して、実出席３３３人、オンライン出席３６人

の参加（出席率６８％）がありました。意見、質問、要望など約３４０件の「総代の声」が出

され、その声をもとに、通常総代会議案への補足・補強が行われました。 

②６月に開催した第５５回通常総代会には、総代５３９人

中、実出席２２３人、書面出席３１０人、委任出席１人

の計５３４人の出席で６つの議案すべてが承認されまし

た。また、第５５回通常総代会を以って、第２９期理事

会体制がスタートしました。 

③総代選挙については、７月 1 日に公示を行ない、８月７

日の締め切りまでに各エリア過不足も無く５５０人の総

代が選出されました。うち、新任総代は９５人となって

おり、９月には総代オリエンテーションを実施しました。 

 

  ２）組合員活動への参加、組合員活動と連動した声の実現 

①組合員組織については、計９１組織（前年比９５．８％）、７０８人（前年比１０２．６％）の

参加につながっています。学習会は６９会場（前年比１07．8％）の開催で、１，０１７人（前

羽島よいやんせ市場への 

品揃え支援 

  第５５回通常総代会（宝山ホールにて） 

加入者１，０００万人 
感謝キャンペーン 
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年比１２１．７％）の参加があり、産地工場見学は９組織（前年比８１．８％）、２２６人（前

年比８４．３％）の参加となっています。 

②７月から９月末にかけて、「あつまるひろば」「きままにひろば」の２つの方法で「コープひろ

ば」を開催しました。今年度は事前に学習を重ねた本部職員が会場参加し、紙芝居を活用しな

がら２０２６年度方針の報告を行いました。また、参加された組合員や主催する事業所職員と

「食」や「憲法」を中心に、交流を深める場にもなっています。 

③第二期特派員「コープひろめ隊」の募集を行い、１０人の方に参加いただいています。４月末

に募集を開始し、９月までに２６件の記事を公開、４０３件の“いいね”をいただいています。

今年度は昨年課題だったフォロー体制を強化しながら取り組みを進めています。 

④大隅スタンプラリーでは、４月は「産直早期米有明の田植え交流会」、５月は「しぶし夏そば花

見交流会」、７月は「紅茶交流会」を開催しました。さつま産直委員会では、４月は初の試みと

して姶良市の野菜ＢＯＸ交流会に参加し、５月は３年ぶりとなる「南高梅収穫交流会」を開催、

７月は「さつま雪もち草取り交流会」へ参加、８月は「絵手紙教室」を開催するなど、いずれ

も生産者との交流を深めています。 

⑤くらしの助け合いの会は、コーディネーター不足を補うために養成講座を開催し３人増につな

がりました。また、多くの要望に応えるために４月より謝礼（利用料金）の変更を行いました。

コープ共済連の補助による健康づくり支援企画「よかよかひろば」（介護予防教室）は、城西、

紫原、西陵、南谷山、吉野に加え、玉竜店での開催がスタートしました。 

⑥子育てひろばでは、８月に親子夏祭りやバター作り体験を実施するなど、各ひろばで季節に応

じた企画の工夫が見られました。コープ紫原店・コープ川内店の２店舗では「鹿児島子ども研

究センター」の協力で、保護者を対象とした教育相談を定期開催しました。 

⑦文化鑑賞会『まい・夢』は２５周年を迎え、より多くの方

に『まい・夢』の魅力を知ってもらい、気軽に参加しても

らえるように、今年度は入会金を無料としています。６月

に開催した総会には４１人の参加があり、開会前に開催し

た辛島ゆきさんによる薩摩琵琶と前川亮さんによる天吹

（てんぷく）のミニコンサートでは、鹿児島の伝承楽器で

ある事などの解説もあり、７０人の参加で生の演奏を楽し

みました。また、特別鑑賞券（税込３，０００円）も準備

した８月開催の第８１回例会「前橋汀子ヴァイオリンリサイタル」では一般の方にも呼び掛け

を行い、当日は会員４２１人・特別鑑賞券１０７人計５２８人が前橋さんの力強い演奏とマル

ディロシアンさんのピアノとのハーモニーを楽しみました。 

⑧１０月２３日に予定しているコープかのや店リニューアルオープンに

向けて、組合員の意見・要望を広く聞く取り組みを進めました。また、

地域の組合員が、商品や買い物を通じて感じていることを共有する場

として「コープかのや店をよくする会（リノベかのや）」を４月より６

回開催し、買い場視察を通じた意見交換等を行いました。 

⑨商品の開発改善は「おせち」「クリスマスケーキ」「うんまかしそ昆布・

ごま昆布」「小判さつま揚げ」について、それぞれ開発改善委員会を設

置してすすめました。おせちは、試食を通じて見た目・味・詰合せ内容

について意見交換を行い、鹿児島県産と国内産原料を多く使用して素材にこだわった内容とな

りました。クリスマスケーキは、見た目・味などについて組合員の意見を取り入れながら改善

をすすめ、自信をもっておすすめできるケーキに仕上がりました。自分でデコレーションも楽

しんでほしい思いをカタログでも伝えます。また、「うんまかしそ昆布・ごま昆布」は旧ＰＢ

商品に近い味・食感を目指しながら開発をすすめ、メーカーの思いに触れることで商品の価値

を改めて確認しました。「小判さつま揚げ」についても、食べ比べや見た目、ラベルデザイン

小判さつま揚げ開発改善 

前橋さんの力強い演奏に圧倒されました 
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などについて意見を出し合いながらすすめています。 

⑩店舗では、日常的な会話活動や、各店舗の日報の内容を共有する取り組みを通じて、商品の品

揃えや表示などの改善に取り組みました。また、組合員から寄せられたご意見・ご要望の声を

もとに実施した改善内容について「組合員の声」としてポスターにまとめ、店内で周知する取

り組みを進めました。 

⑪通常総代会にて、離島の総代から離島特販運賃基金に対する感謝の気持ちが伝えられ、通常総

代会終了後、会場内にて多くの支援の気持ち（２５，６９９円）が寄せられました。今年度１

回目の配達基本料金（９９円）還元を７月に実施し、同時に離島特販運賃基金の登録者へお礼

のチラシを配布しました。 

 

（２）職員のやりがいと希望が持てる組織づくり 

  １）採用、職員育成、研修等 

  ①２０２６年度新卒採用（大卒女性１人、高校卒男性１人）について

は、いずれも無店舗事業配属となり、配達を通じた成長ぶりが報告

されています。２０２７年度新卒採用については、大学・短大・専

門学校の内定者は７名となっています。 

②本部を中心にスキルを重視した採用を進め、派遣会社と連携したマ

ッチング（一定期間就業後に生協コープかごしまへの就職・採用を

決める）から本採用に繋がっています。また、採用ホームページでの求人や各種Ｗｅｂ媒体の

活用に加え、人事部独自の Instagram の活用もはじめました。外部アドバイザーを活用した

募集では実験も含めて期間を決めての取り組みを行い、応募数の増加につながっています。 

③２０２５年度新卒者を対象とした１年目フォロー研修を実施しまし

た。２０２６年度入協者については入協時研修の実施と、３か月フ

ォロー研修では通常総代会にも参加しました。 

④未来を担う人材育成に向けた新たな取り組みとして「つぐみの会」

（未来を担うリーダー学びの会）をスタートしました。対象者は６

人で全６回の研修を通じて、理念・経営数値・マネジメント・平和

の取り組みを学び、ＪＡ鹿児島県経済連の職員との交流なども予定

しています。 

⑤店舗では、接客応対改善の指導をいただいている外部講師「株式会社チェッカーサポート」に

よる研修を実施しました。組合員に「また、ご来店いただきたい」と言っていただけるように、

各店舗が策定した目標の達成に向けて、継続して接客応対の改善に取り組むことを確認してい

ます。 

⑥店舗事業の若手職員を中心とした「店舗基礎セミナー」を、８人の職員が受講しています。店

舗運営の基礎知識の学習や競合店視察を実施し、得られた気づきや学びをもとに、自店舗での

「買い場作り」や「商品陳列」の実践へとつなげています。 

⑦無店舗ではグループマネジャー１４人を対象に、第１回

グループマネジャー研修を開催しました。研修では、講

演およびグループワークを通じて「承認」による内発的

動機付けについて学びました。講演では、自ら挑戦し続

ける姿勢や前向きな考え方に触れ、日々のマネジメント

や職員一人ひとりの主体性を引き出すための関わりを

考える機会となりました。 

 

２）働きやすい環境、風通しの良い職場環境づくり 

 ①無店舗では、７月に熱中症疑義案件が８件発生したものの、８月以降は発生を抑えることがで

きました。体調管理の啓発を強めるとともに、追加の熱中症対策として、ハーフパンツ着用、

経口補水液の事業所常備、空調服の貸与範囲拡充を実施しました。また、空調設備付きトラッ

クを試験導入し、庫内温度の低下や職員の体感面で効果を確認しています。 

②日々のさまざまな取り組みに光をあてる事を目的とした新たな表彰制度（ベストスマイルアワ

ード）の運用をスタートしました。四半期ごとに、各事業所から選出された最も優れた事例を

共有します。７月の全事業所長会ではその中から３つの事例が職員より報告されました。 

③無店舗では、活動日報を活用し、日々の取り組みに目を向けながら、互いの工夫や行動を認め

「つぐみの会」店舗研修 

「走る冒険家 PON ちゃん」を講師に研修実施 
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合い、工夫を称え合う風土づくりを進めています。無店舗事業本部ニュース「ワンアクション」

では、各事業所の好事例を紹介し、全事業所への共有を図っています。 

④くらし支援部では、地域福祉支援課ニュース「結」および、福祉事業課ニュース「結」を継続

して発行し、買物支援活動や福祉事業の実践事例、職員の活躍や表彰事例などを共有すること

で、部門を越えた活動理解や職員同士のつながりづくりを図っています。また、共済企画課で

は職員向けの「想いの学習」を実施し、「お誕生前申し込み制度」を利用した組合員の体験動画

を通して、共済がくらしに果たす役割や組合員へのお役立ちについて学びました。 

 

【【第第３３のの柱柱】】  協協同同互互助助のの精精神神ににももととづづいいたた地地域域ととののつつななががりりづづくくりり  

（１）地域とともにすすめる「だれ一人取り残さない地域社会づくり」 

  ①自治体訪問については、今年度は店舗やセンター等の事業所がある市町村や、首長が変更になっ

た市町村を対象に調整をすすめており、９月末時点で４市への訪問が終了しています。２０２６

年度版のサステナビリティレポートを活用しながら、買物支援の取り組みや、災害発生時の取り

組み等について意見交換を行っています。 

  ②大隅調整会、加世田調整会、県央調整会、日置調整会を継続開催し、各地域の状況共有や事業所

間連携をすすめました。また、行政や社会福祉協議会との意見交換を通じて、買物困難者対応な

どの地域課題について協議するとともに、地域のお役立ち活動の充実に向けた取り組みをすすめ

ました。 

  ③買物支援活動では、店舗ふれあい便、移動店舗、買物送迎などを通じて地域住民のくらしを支え

る取り組みをすすめました。７月からは、ワーカーズ・ＨＩＯＫＩ労働者協同組合との協働によ

り伊集院店での買物送迎を開始したほか、阿久根市での公民館配達や大崎町での移動店舗運行拡

大など、行政や社会福祉協議会と連携した取り組みをすすめました。また、移動店舗は川内地区

を中心に利用が伸長しており、入来朝陽地区では「朝陽楽しいお買い物クラブ」の活動を継続す

るなど、買物支援を通じた地域とのつながりづくりをすすめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域の組織や団体と連携した取り組みの推進 

  ①協同組合間提携商品「smile ring（スマイルリング）」の利用拡大に向け、機関

紙『まい・こーぷ』７月号にて「緑茶ティーバッグ」を特集し利用拡大につな

がりました。また、８月には新商品「かごしまミルクバー（安納芋）」を発売し、

認知拡大と利用普及を図りました。４月～９月に於ける提携商品の利用実績は、

利用点数・供給金額ともに１３０％～１５０％と高い伸び率となっています。 

  ②２０２６年１１月２９日のコープフェスタ開催に向けて、実行委員会での協議

をすすめ、名称を「コープフェスタ２０２６（にーまるにーろく）」とし、副題

を【あつまれ「かんまちあ」みんなで５５（ＧＯＧＯ）コープへ行こう】とすることを決定しま

ワーカーズ・ＨＩＯＫＩとの買物送迎 朝陽楽しいお買い物クラブでの平和学習 

無店舗ニュース「ワンアクション」 、地域福祉支援課ニュース「結」 、福祉事業課ニュース「結」 
各ニュースを通じて、優れた実践事例の共有化を図りました 
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した。産直生産者との交流を中心に企画を進め、楽しみながら学べる場、コープの魅力を伝える

場とすることを確認しています。 

③鹿児島県ウナギ資源増殖対策協議会と生協コープかごし

ま・大隅スタンプラリーが連携し、鹿屋市の吾平山稜でう

なぎ交流会を実施しました。うなぎの生態について学習

し、うなぎの放流体験、うなぎの試食も行いました。参加

した組合員親子からは、「夏休みの自由研究にしたい」「う

なぎが美味しかった」と声がありました。水産資源保護・

行政との繋がりも大切にしていきます。 

④「ＮＰＯ法人かごしまこども食堂支援センターたくして」

による子ども食堂への新たな支援先として、コープ九州事

業連合・株式会社シーエックスカーゴ・姶良センターとの協力のもと、無店舗在庫商品の無償譲

渡を７月より開始しました。荒田店での学習支援は、昨年に続き鹿児島大学ボランティアサーク

ルＦｒｅｅＳｐｏｔと協力して取り組みました。 

  ⑤コープかせだ店組合員集会室を使った「おゆずり会」を、地域の任意団体「ぺるふぇ」と連携し

て開催しました。子育て用品を収集する機能を担う店舗受取班には、事前に段ボール箱２０箱以

上もの衣類やおもちゃ類が集まり、イベント当日は無料開放・無料譲渡とあって、４８組の来場

でにぎわいました。 

  ⑥鹿児島医療生協・新日本婦人の会・年金者組合・生協コープかごしまの４団体による実行委員会

での検討を経て、８月２８日に「第３９回鹿児島県高齢期を考えるつどい」を開催しました。当

日は２４６人の来場がありました。 

  ⑦指宿商業高校のＩＣＰ課題研究授業における「地域貢献」をテー

マとした取り組みが３年目を迎えました。生協の事業内容や取り

組みについて理解を深めながら、１９人の生徒たちが考えた地域

貢献に向けたアイデアを出し合い、今後生協がサポート可能な取

り組みを具体化し、生徒主体で取り組みを進めていく計画です。 

  ⑧鹿児島県生協連や鹿児島県協同組合協議会(ＫＪＣ)と連携して、

鹿児島大学農学部３年生を対象にした「協同組合を知ろう」講座

(受講生３５人)に講師対応しました。６月１日に「生協とは」を、

６月８日は「コープかごしまの買い物支援等の取り組みのご案内」の講義を行いました。また、

７月１１日にはコープ国分店の見学を通じて、コープ商品や産直などのこだわりを説明するなど、

生協についてほとんど知識の無い大学生に生協を知ってもらう機会になりました。 

  ⑨福祉事業では、鹿児島医療生協、福祉生協むぎのめと継続して三者協議会を開催し、介護職員初

任者研修を９月より開講しました。また、感染対策や介護人材育成に関する学習・交流を継続し、

地域の介護人材育成や福祉サービス向上に向けた連携をすすめています。 

  ⑩令和８年熊本地震の発生により、影響を受けた生協くまもとからの支援要請を受けて、店舗支援、

配達支援のための職員派遣を行いました。また、コープ共済連からの要請に応え、契約者訪問活

動のための職員派遣を行いました。この地震の発生を機に、緊急地震速報や恐怖を感じる地震に

よる揺れが起きた場合の「身を守る行動」の基本規定の見直しを進めています。 
 

【【第第４４のの柱柱】】  「「ココーーププＳＳＤＤＧＧｓｓ行行動動宣宣言言」」のの活活動動ののささららななるる推推進進  

①食品リサイクル率は８０．５％の実績で、目標の８０％を超える水準を維持しています。新たな

取り組みとして、ミートセンターにて商品の加工過程で出る「豚脂（とんし）」を、県内取引先が

製造する「志布志湾ほうれん草生ぎょうざ」の原料として活用する取り組みを開始しました。 

②ボトルスカッシュをコープ玉竜店、コープ指宿店、コープ伊集院店に設置

し、設置数は累計で１７店舗となりました。４月～９月までの回収本数は

４３６，６４５本となっています。トレイの水平リサイクルの取り組みに

ついては、現場での作業負担、リサイクルスペースの確保が課題となって

おり、引き続きの協議が必要な状況です。 

  ③廃食用油の回収は、県内１８店舗の惣菜部門の廃油、組合員による持ち

込み、県内の廃油提供協力業者６社となっており、回収量は前年と比較

して約３，５００㍑増えています。２５年度に開発した「家庭用アルカ

リ洗浄剤グリポン」の４月からの販売本数は４８本と厳しい動きです

うなぎ交流会には６１人が参加 

指宿商業高校での出前授業の様子 

玉竜店は階段前に設置 
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が、今後、無店舗カタログで案内するなど調整を進めています。 

④平和の取り組みでは、「６．１７平和のつどい」を６月１４日

（日）に１日企画として開催しました。午前の部は長崎平和

の旅や沖縄戦跡・基地めぐりの参加者報告や、昨年の平和フ

ェスで好評だったユニかご（ユニセフ鹿児島）の報告、ＮＰ

Ｔ再検討会議への参加報告を行いました。午後の部は、生協

コープかごしま所蔵の１６ｍｍ映画の上映や、絵本作りワー

クショップ、平和の行動・ツールつくり、スタンプラリーな

ど多彩な企画を実施し、２４０人の当日参加がありました。 

⑤「憲法記念日市民のつどい」は、鴨志田祐美弁護士（大崎事件再審弁護団）に「個人の尊厳と憲

法 ～大崎事件にみる再審法改正の必要性～」と題して講演いただきました。当日は３５０人の

参加があり、関心の高さが伺えました。９～１０月に実施する生協強化月間にあたり、「憲法９条

を改憲させない署名運動」の準備を進めました。 

⑥６月５日の「世界環境デー」に合わせて、店舗では「環境クイズ」に取り組みました。ＬＩＮＥ

での参加呼びかけに対して６０３人、来店参加者８８５人の参加がありました。クイズの解答に

「買い物袋持寄り率」「ろすのん」「グリポン」等を入れるなど、環境負荷削減の取り組みについ

てのアピールにつなげました。 

⑦「ＮＰＯ法人若草会」と連携した里山保全の取り組みは、

昨年に続き年間３回企画として４月に募集をおこない、１

３家族２５人の応募がありました。５月２３日には１１家

族２９人の参加で１回目の交流会を開催しました。 

  ⑧「くすの木自然館」と取り組んでいる、里海の保全活動は、

昨年の分散開催から６月から８月にかけての集中募集と

し、６月には８人、７月には１３人の参加がありました。

７月企画「川の生き物観察」では、例年と比較して、見つ

かった水生生物の数が少なく、環境の変化を目の当たりにする機会となりました。 

⑨「ワーカーズコープ」による国分店での「フードドライブ」の取り組みを、寄付日・配布日それ

ぞれ１回設定し行いました。また、４月・６月に打ち合わせを行い、活動報告や取り組みの議論

も行いました。 

⑩世界各地で自然災害が相次ぐ中、被災地支援を目的に「ベネズエラ地震募金」「令和８年熊本地震

緊急募金」「ネパール土石流 自然災害募金」に取り組みました。 

 

４４．．法法令令対対応応等等  

①労働災害は１９件（前年２７件）の発生で、前年比較では減少しました。今年度は特に「熱中

症」に関する体調不良者の発生状況について即時に報告・共有が行われる体制とし「熱中症」

対策の補強、情報提供を行うことで「熱中症」発生の抑制に努めました。また、ろうあんニュ

ースを毎月発行しながら、早期からの熱中症対策紹介、危険マップ作成事業所の紹介、禁煙活

動の啓発など、労働災害抑制につなげています。 

  ②交通事故・違反の発生状況については、交通事故が３７件（前年３２件）、交通違反が１０件

（前年７件）と、事故・違反ともに増加しました。安全運転ニュースを毎月発行し、安全運転

に関する啓発を行いました。 

  ③「高年齢者等の雇用の安定に関する法律」「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、高

年齢者の雇用状況(定年年齢、定年到達者数、継続雇用等)の報告ならびに障害者の雇用状況の報

告を行いました。障害者の実雇用率は６.３６％となり、法定雇用率２.７％を達成しています。

また、鹿児島県及び、独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構が主催する「令和８年度 

鹿児島県 障害者雇用支援・激励大会」にて、「障害者雇用優良事業所」として生協コープかご

しまが、「優秀勤労障害者」としてフィッシュセンターの職員１人が、表彰を受けました 

  ④消費者庁より食品表示基準の一部を改訂する案内があり、商品仕様書等の法令に対応した見直

しや取引先との情報共有、包材など関係する箇所の修正作業を始めています。単協ＰＢ商品の

工場点検については、「Ｃちりめんじゃこ」「Ｃボブさんのもめんとうふ」「Ｃモルト食パン他」

「C とがんまい、産直米」「Ｃ麦入りカップ納豆他」「Ｃ生芋こんにゃく他」で実施しました。

また、組合員開発の年末のおせち料理についても仕様書の点検や食材の検査を始め、製造取引

先と製造立ち合い点検の日程調整をすすめました。 

里山をバックに集合写真 

６・１７平和のつどい実行委員会  
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貸借対照表

((資資産産のの部部）） （（負負債債・・純純資資産産のの部部））
　　科　目　　 当月末 期首差 前年差 　　科　　　　　目　　 当月末 期首差 前年差

（資産の部） （負債の部）
流流　　動動　　資資　　産産 11,697 2,200 212 流流動動負負債債 7,203 1,547 83

現 金 預 金 7,464 829 120 買 掛 金 4,066 224 26
供 給 未 収 金 1,982 13 35 短 期 借 入 金 400 300 0
商 品 640 196 32 長 期 借 入 金 一 年 20 △ 30 △ 10
原 材 料 0 △ 232 0 短 期 リ ー ス 債 務 29 △ 19 4
貯 蔵 品 4 0 △ 1 未 払 金 0 △ 12 0
前 渡 金 0 0 0 未 払 法 人 税 等 0 △ 120 0
立 替 金 13 △ 6 2 未 払 消 費 税 等 0 △ 76 0
前 払 費 用 19 △ 14 0 未 払 費 用 645 △ 94 16
短 期 貸 付 金 0 0 0 前 受 金 318 18 31
リ ー ス 投 資 資 産 5 △ 5 0 預 り 金 131 △ 99 △ 2
リ ー ス 債 権 1 △ 1 0 賞 与 引 当 金 58 △ 70 1
未 収 金 93 △ 47 △ 3 ポ イ ン ト 引 当 金 4 0 0
福 祉 未 収 金 23 0 0 仮 受 金 △ 13 △ 13 △ 10
仮 払 金 133 133 6 仮 受 消 費 税 等 1,541 1,541 24
仮 払 消 費 税 等 1,335 1,335 21
短 期 貸 倒 引 当 金 △ 20 0 △ 1 固固定定負負債債 871 39 △ 61

長 期 借 入 金 50 0 △ 50
固固定定資資産産 11,506 △ 100 11 長 期 リ ー ス 債 務 164 42 △ 6
　　有有形形固固定定資資産産 10,377 △ 90 62 退 職 給 付 引 当 金 368 4 △ 6

建 物 4,457 4 144 役 員 退 慰 引 当 金 30 △ 6 △ 4
建 物 減 損 累 計 額 △ 151 0 0 長 期 資 産 除 去 債 務 141 0 8
建 物 償 却 累 計 額 △ 2,863 △ 207 △ 113 長 期 預 り 保 証 金 108 0 0
建 物 付 属 設 備 2,990 43 141 預 り 建 設 協 力 金 6 △ 1 △ 2
建 付 減 損 累 計 額 △ 113 0 0 長 期 前 受 収 益 1 0 0
建 付 償 却 累 計 額 △ 2,148 0 △ 65 00 00 00
構 築 物 768 4 16 88,,007744 11,,558866 2211
構 築 減 損 累 計 額 △ 6 0 0
構 築 償 却 累 計 額 △ 659 0 △ 12 （純資産の部）
機 械 装 置 873 0 △ 1 組組合合員員資資本本 15,129 512 203
機 械 減 損 累 計 額 0 0 0 出 資 金 12,471 530 71
機 械 償 却 累 計 額 △ 623 0 △ 52
車 両 運 搬 具 9 0 0 剰 余 金 2,657 △ 17 131
車 両 償 却 累 計 額 △ 9 0 0 法 定 準 備 金 1,904 100 100
器 具 備 品 1,948 20 56
器 具 減 損 累 計 額 0 0 0 任 意 積 立 金 445 423 14
器 具 償 却 累 計 額 △ 1,659 0 △ 54 　　　　　　店舗改装・事業所新設等積立金 350 350 50
リ ー ス 資 産 242 46 46 　　　　　事業継続リスク対応積立金 50 50 0
リ ー ス 減 損 累 計 額 0 0 0 　　　　　雇用対策・人事制度改定対応積立金 20 20 △ 10
リ ー ス 償 却 累 計 額 △ 69 0 △ 35 　　　　災害等支援積立金 3 3 3
土 地 7,392 0 0 　　　税効果積立金 31 0 △ 11
建 設 仮 勘 定 0 △ 1 △ 6 当 期 未 処 分 剰 余 308 △ 540 16

（うち当期剰余金） 57 △ 213 △ 65
　　無無形形固固定定資資産産 28 0 △ 4

借 地 権 2 0 0
ソ フ ト ウ ェ ア 7 0 △ 4
無 形 リ ー ス 資 産 0 0 0
電 話 加 入 権 17 0 0
電 話 加 入 権 0 0 0
水 道 施 設 利 用 権 0 0 0

　　そそのの他他のの固固定定資資産産 1,101 △ 10 △ 46
関 係 団 体 出 資 金 761 0 0
子 会 社 等 株 式 8 0 0
長 期 貸 付 金 0 0 0
長 期 前 払 費 用 44 0 △ 4
差 入 保 証 金 計 242 △ 10 △ 19
長期繰延税金資産 22 0 △ 8
リ ー ス 投 資 資 産 22 0 △ 10
リ ー ス 債 権 7 0 △ 3
長 期 貸 倒 引 当 金 △ 8 0 0

00 00 00 1155,,112299 551122 220033
2233,,220044 22,,009999 222244 2233,,220044 22,,009999 222244

注）記載事項については、表示単位未満の端数がある場合はこれを切り捨てています。

資資 産産 合合 計計
純純 資資 産産 合合 計計

２０２６年９月３０日現在
（金額：百万円）

負負 債債 合合 計計

負負 債債 ・・ 純純 資資 産産 合合 計計
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損益計算書
自：2026年4月１日
至：2026年9月30日
（単位：百万円）

金　　額 予算差 予算比(%) 前年差 前年比(%)

Ⅰ．供給事業

1 供給高 17,843.2 228.3 101.3 337.2 101.9

2 供給原価 13,653.3 228.3 101.7 214.8 101.6

（１）期首商品棚卸高 677.0 44.9 107.1

（２）仕入高 13,098.2 181.5 101.4 183.3 101.4

（３）仕入費用 518.7 10.4 102.0 19.0 103.8

（４）期末商品棚卸高 640.7 32.4 105.3

供給剰余金 4,189.9 0.0 100.0 122.4 103.0

Ⅱ． 福祉事業

1 福祉事業収入 77.3 1.9 102.6 7.0 110.1

2 福祉事業費用 58.8 △ 5.2 91.8 △ 0.3 99.3

福祉剰余金 18.5 7.1 163.4 7.4 167.6

Ⅲ． 他事業収入

1 教育文化収入 4.6 0.0 98.3 0.0 101.6

2 配達手数料収入 142.6 △ 5.6 96.2 0.5 100.4

3 不動産賃貸収入 197.5 4.7 102.4 2.2 101.2

4 他受取手数料 57.0 △ 0.7 98.7 △ 2.0 96.6

5 共済受託収入 232.5 6.8 103.0 9.3 104.2

6 その他事業収入 5.6 △ 0.3 94.4 △ 0.4 92.6

他事業収入計 640.0 4.7 100.7 9.8 101.6

事業総剰余金 4,848.5 11.9 100.2 139.7 103.0

Ⅳ． 事業経費計 4,902.7 △ 50.1 99.0 155.1 103.3

1. 人件費計 2,779.4 14.4 100.5 83.2 103.1

2. 物件費計 2,123.3 △ 64.6 97.0 71.8 103.5

事業剰余金 △ 54.2 62.0 46.6 △ 15.3 139.4

Ⅴ． 事業外収益計 127.3 △ 4.6 96.5 △ 44.8 74.0

1. 受取利息 7.7 7.1 1306.6 2.6 152.9

2. 受取配当金 16.2 1.7 112.3 0.6 104.0

3. 雑収入 103.3 △ 13.5 88.4 △ 48.1 68.2

Ⅵ． 事業外費用計 14.7 6.1 170.5 3.9 136.3

1. 支払利息 7.0 △ 0.2 96.9 0.0 100.0

2. 雑損失 7.7 6.3 542.8 3.9 202.8

経常剰余金 58.3 51.2 829.4 △ 64.0 47.6

Ⅶ． 特別利益計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ⅷ． 特別損失計 1.2 1.2 0.0 1.2 0.0

税引前当期剰余金 57.0 50.0 811.5 △ 65.3 46.6

法人税等 - - - - -

当期剰余金 57.0 50.0 811.5 △ 65.3 46.6

注）記載事項については、表示単位未満の端数がある場合はこれを切捨てしています。

科　　　　　目
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事業経費の明細
　　　　　　　　　　自：2026年4月１日
　　　　　　　　　　至：2026年9月30日　（単位：千円）

科　　　　目 金　　額 予算比(%) 前年比(%) 摘　　　　　　　　要

１．人件費

1 役 員 報 酬 33,021 85.7 101.1  常勤役員の給料・非常勤役員の活動手当です

2 職 員 給 与 723,461 100.0 98.7  一般職員・地域職員に支給する給与・手当です

3 専 任 職 員 給 与 113,073 90.6 102.4  専任フル職員・再雇用職員に支給する給与・手当です

4 定 時 職 員 給 与 1,211,069 100.6 105.1  定時職員・専任パート職員・アルバイトに支給する給与・手当です

5 賞 与 169,518 97.2 102.7  職員に支給する賞与です

6 退 職 給 付 費 用 45,759 104.0 97.7  職員の退職に備え、退職給付債務や年金資産の見込額にもとづく計上です

7 福 利 厚 生 費 309,370 104.5 101.6  社会保険料の負担分・慶弔見舞金・制服・健康診断の費用などです

8 賞与引当繰入額 58,911 100.0 102.4  来年度支給予定の賞与（一時金）の当期負担額です

9 役員退引繰入額 3,741 103.9 103.9  役員の退職給与に備える引当金への当期繰入額です

10 派 遣 人 件 費 111,479 114.5 124.1 派遣労働契約に基づいて支払う派遣委託料です

人 件 費 計 2,779,408 100.5 103.1 人にかかわる経費の合計です

２．物件費

11 教 育 文 化 費 40,268 78.7 93.2  組合員の会議運営、教育費用、まいこーぷ、フレンズ活動補助費等です

12 広 報 費 209,959 96.2 95.3  無店舗事業カタログ、テレビ・ラジオ広告、新聞折込チラシ費用等です

13 消 耗 品 費 146,281 94.4 90.7  取得価格２０万円未満の業務用消耗品です

14 車 両 運 搬 費 173,109 96.3 99.5  宅配送料、燃料費、修理費、車輌保険料などです

15 貸倒引当繰入額 0 0.0 0.0  貸倒引当金への計上です

16 ポイント引当繰入額 0 0.0 0.0 コープマネープレミアムの期末未使用残高に対する引当金です

17 修 繕 費 26,140 72.5 101.4  建物・器具備品等の修理費用です

18 施 設 管 理 費 108,359 94.4 105.2  器具備品の保守料、清掃、共益費、警備保障費など

19 減 価 償 却 費 207,529 100.0 107.6  償却資産に対する税法で定められた償却金額です

20 地 代 家 賃 170,049 98.6 99.5  店舗・センター・駐車場などの賃借料です

21 リ ー ス 料 53,006 99.3 99.2  共同購入ﾄﾗｯｸ他車輌、器具備品などのリース料です

22 水 道 光 熱 費 209,919 99.4 99.4  電気料、水道料、ガス代などの燃料等の費用です

23 保 険 料 15,650 97.9 102.9  火災保険料、店舗賠償責任保険、傷害保険料等です

24 委 託 料 531,051 100.4 110.1  電算委託料、個配配送、庫内作業委託料などです

25 分 担 費 55,857 100.5 102.5  コープ九州事業連合の事業経費の会員生協分担金です

26 研 修 採 用 費 17,052 69.9 127.9  役職員の研修費用等、職員の募集・採用費用です

27 調 査 研 究 費 2,020 66.4 75.1  新聞・書籍等の購入費用、商品検査に費やした費用などです

28 会 議 費 10,722 89.1 100.8  総代会、理事会、内局会議に要する会場費、交通費などです

29 諸 会 費 8,611 112.6 111.1  日本生協連など加盟団体に支払う会費です

30 渉 外 費 1,307 143.4 104.6  他生協・仕入先、他団体への慶弔見舞金、渉外・接待費用などです

31 租 税 公 課 64,921 103.7 102.1  固定資産税、都市計画税、不動産取得税、印紙代などです

32 通 信 交 通 費 71,356 98.1 163.6  電話代、郵便料金、会議出張費、市内交通費などです

33 雑 費 201 4.3 25.0  上記科目以外の費用です

物 件 費 計 2,123,378 97.0 103.5 物にかかわる経費の合計です

事 業 経 費 計 4,902,786 99.0 103.3 人件費、物件費の合計です

注）記載事項については、表示単位未満の端数がある場合はこれを切り捨てています。
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＜資料＞ ２０２６年度上期事業所別損益概況

事業所名

（単位）

1,485 99.7 289,443 97.4 22,425 102.3 133 48

424 99.3 99,415 97.1 18,657 102.2 31 8

382 98.5 84,157 98.8 19,842 99.6 30 8

620 99.4 143,691 98.8 18,865 100.7 45 11

330 101.0 76,664 99.3 18,840 101.7 27 10

586 99.4 138,981 99.7 18,443 99.7 42 9

383 101.0 87,323 98.3 19,181 102.7 34 14

1,163 100.0 250,442 98.7 20,300 101.3 115 51

401 101.6 107,347 100.1 16,351 101.5 23 0

1,404 98.9 273,847 98.2 22,421 100.7 133 56

480 98.1 73,688 96.2 28,483 101.9 9 △ 16

7,662 99.6 1,624,998 98.4 20,607 101.2 626 203

コ ー プ 紫 原 437 104.4 226,458 101.6 1,933 102.7 10 △ 8

コ ー プ 谷 山 330 100.0 188,833 97.6 1,751 102.5 7 △ 7

コ ー プ 南 谷 山 532 102.1 283,555 99.8 1,878 102.3 7 △ 16

コ ー プ 田 上 520 100.1 270,128 98.9 1,927 101.3 26 △ 1

コ ー プ 西 陵 351 103.8 181,867 100.7 1,934 103.1 5 △ 9

コ ー プ 城 西 965 132.7 384,343 125.7 2,512 105.5 43 △ 1

コ ー プ 荒 田 714 101.4 329,056 98.5 2,171 103.0 39 5

コ ー プ 吉 野 551 102.2 239,806 98.4 2,300 103.9 19 △ 6

コ ー プ 玉 竜 204 100.8 124,457 97.9 1,642 102.9 △ 5 △ 12

コ ー プ 川 内 929 103.4 408,059 101.6 2,278 101.8 61 16

コ ー プ 指 宿 416 95.2 195,364 94.5 2,133 100.7 1 △ 14

コ ー プ か の や 538 99.6 256,385 99.4 2,100 100.3 20 △ 6

コ ー プ か せ だ 454 98.1 213,247 96.3 2,131 101.9 8 △ 12

コ ー プ し ぶ し 305 102.2 179,082 101.4 1,705 100.8 △ 5 △ 16

コ ー プ 国 分 749 98.6 327,099 96.3 2,292 102.4 48 13

コ ー プ 姶 良 537 103.2 271,608 101.0 1,978 102.2 28 0

コ ー プ 出 水 479 106.0 243,398 103.3 1,971 102.7 27 1

コ ー プ 伊 集 院 426 103.2 206,171 100.0 2,069 103.2 8 △ 9

コ ー プ 宇 宿 665 102.8 272,201 99.7 2,443 103.1 19 △ 8

10,111 103.8 4,801,117 101.0 2,106 102.8 373 △ 96

注）①記載事項については、表示単位未満の端数がある場合はこれを切捨てしています。

　　②一人当利用高は、無店舗は利用者の月当利用高です。店舗は１回当の利用高です。

　  ③昨年、リニューアルのためコープ城西店が２４日間閉店しています。

  　④無店舗の配達日数は、昨年同数です。

供給高 前年比 利用者数 前年比 １人当利用 前年比 事業剰余 経常剰余

（百万円）

無 店 舗 計

鹿 屋 セ ン タ ー

川 内 セ ン タ ー

姶 良 セ ン タ ー

伊 佐 セ ン タ ー

松 元 セ ン タ ー

加世田センター

指 宿 セ ン タ ー

鹿児島センター

（百万円） （％） （人） （％） （円）

岩 川 事 務 所

店 舗 計

離 島 特 販

（％） （百万円）

阿 久 根 事 務 所
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内閣総理大臣 高市 早苗 殿 

農林水産大臣 鈴木 憲和 殿 

 

食食料料自自給給率率向向上上とと米米政政策策のの充充実実にに関関すするる要要望望書書  
私たちは、我が国の食料安全保障を強化し、将来にわたり安定的に食料を供給できる体制を

確立するため、食料自給率の向上と米政策の充実について、下記のとおり要望します。 

 

【【要要望望趣趣旨旨】】  

農林水産省が２０２６年８月７日に公表した令和７年（２０２５年）度の食料自給率は、

カロリーベースで３７％となり、前年度から１ポイント低下しました。２０２５年には政府

備蓄米約６０万トンが市場に放出されたものの米価の高騰は続き、国民１人当たりの米の消

費量は５３．３ｋｇ／年から５２．０ｋｇ／年へ減少しました。 

また、令和７年（２０２５年）産米は、転作の進行や豊作が重なった結果、２０２６年６

月末時点の民間在庫量は２４３万トンに達し、過去最高となっています。現状が続けば余剰

在庫が米価に反映され、令和８年（２０２６年）産米のＪＡが示す概算金は、食料システム

法施行に伴い提示された米のコスト指標の２万５３５円／６０ｋｇを大きく下回ると予想

されています。 

このままでは、米の生産農家はもちろん、集荷業者や卸売業者も離農や廃業の危機に直面

し、これまでほぼ１００％国産で自給できていた米の生産の将来展望が大きく損なわれる恐

れがあります。 

 

【【要要望望事事項項】】  

１１．．食食料料自自給給率率をを２２００３３００年年ままででにに４４５５％％ととすするる国国家家目目標標をを、、よよりり一一層層明明確確ににすするるこことと  

２０２５年４月に閣議決定した食料・農業・農村基本計画において、令和１２（２０３０）

年度を目標年度とする総合食料自給率の目標を４５％（供給熱量ベースの食料国産率５

４％）としました。食料自給率の向上を中長期の国家目標として明確に位置付け、年度ご

との検証と改善策を示してください。 

２２．．米米のの安安定定生生産産、、安安定定供供給給、、安安定定価価格格をを支支ええるる政政策策をを拡拡充充すするるこことと  

米農家は資材の高騰や肥料・農薬の価格上昇などにより、厳しい経営環境にあります。一

方、消費者も物価高で厳しい生活環境に置かれています。米農家が安心して生産でき、消

費者が安心して購入できる状況を実現し、生産・供給・価格を安定化させるために、政府

が積極的に関与してください。 

３３．．国国産産米米のの需需要要拡拡大大をを進進めめるるこことと  

今回の米騒動でミニマムアクセス米以外に民間輸入量が増え、外米輸入量は１０３．１万

トンと初めて１００万トンを超えました。安い輸入米が業務用や加工用を中心に浸透して

きています。食用米の消費減少が進む中で、主食である米の国内生産拡大策を強化し、国

産米の利用を推進してください。 

  

食料は国民生活の基盤であり、米政策はその中核です。世界情勢や気候変動の影響が強まる

中、国内農業と水田を守り食料自給率を高める政策を着実に実行されるよう強く要望します。 

 

２０２６年８月２７日 

生活協同組合コープかごしま 

第２９期理事会 
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第 一 章　　総　　　則

（目　的）
第 1条　この消費生活協同組合（以下 ｢組合｣ という）は、協同

互助の精神に基づき、組合員の生活の文化的経済的改善向
上を図ることを目的とする。

（名　称）
第 2条　この組合は生活協同組合コープかごしまという。
（事　業）
第 3条　この組合は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行

う。
（1）組合員の生活に必要な物資を購入しこれを加工し、若し

くは、加工しないで又は生産して組合員に供給する事業
（2）組合員の生活に有用な協同施設（第5号に掲げるものを

除く。）を設置し、組合員に利用させる事業
（3）組合員のための自動車運送取扱い事業
（4）組合員の生活の共済を図る事業
（5）高齢者、障害者等の福祉に関する事業であって組合員に

利用させるもの
（6）組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業
（7）組合員及び組合従業員の組合事業に関する知識の向上を

図る事業
（8）前各号の事業に附帯する事業

（区　域）
第 4条　この組合の区域は、鹿児島県の全地域とする。
（事業所の所在）
第 5条　この組合は事務所を鹿児島県鹿児島市に置く。

第 二 章　　組合員及び出資金

（組合員の資格）
第 6条　この組合の区域内に住所を有する者は、この組合の組合

員となることができる。
2　この組合の区域内に勤務地を有する者でこの組合の事業
を利用することを適当とするものは、この組合の承認を受
けて、この組合の組合員となることができる。

（加入の申込）
第 7条　前条第1項に規定する者は、組合員となろうとするときは、

この組合の定める加入申込書に引き受けようとする出資口
数に相当する出資金額を添え、これをこの組合に提出しな
ければならない｡
2　この組合は、前項の申込みを拒んではならない。ただし、
前項の申込みを拒むことにつき、理事会において正当な理
由があると議決した場合は、この限りでない｡
3　この組合は、前条第1項に規定する者の加入について、現
在の組合員が加入の際に付されたよりも困難な条件を付さ
ないものとする。
4　第1項の申込みをした者は、第2項ただし書きの規定によ
り、その申込みを拒まれた場合を除き、この組合が第1項の
申込みを受理したときに組合員となる。
5　この組合は組合員となったものについて組合員証を作成
し、その組合員に交付するものとする。

（加入承認の申請）
第 8条　第6条第2項に規定する者は、組合員になろうとするとき

は、引き受けようとする出資口数を明らかにして、この組
合の定める加入承認申請書をこの組合に提出しなければな
らない。
2　この組合は、理事会において前項の申請を承認したとき
は、その旨を同項の申請をした者に通知するものとする。
3　前項の通知を受けた者は、速やかに出資金（出資第1回の
払込み金）の払込みをしなければならない。
4　第1項の申請をした者は、前項の規定により出資金（出資
第1回の払込み金）の払込みをしたときに組合員となる。
5　この組合は、組合員となった者について組合員証を作成
し、その組合員に交付するものとする。

（届出の義務）
第 9条　組合員は、組合員たる資格を喪失したとき、又はその氏

名若しくは住所を変更したときは、速やかにその旨をこの
組合に届け出なければならない。

（自由脱退）
第10条　組合員は、事業年度の末日の90日前までにこの組合に予

告し、当該事業年度の終わりにおいて脱退することができ
る。
2　この組合は、組合員が第9条に定める住所の変更届を3年
間行わなかったときは、脱退の予告があったものとみなし、
理事会において脱退処理を行い、当該事業年度の終わりに
おいて当該組合員は脱退するものとする。
3　前項の規定により脱退の予告があったものとみなそうと
するときは、この組合は事前に組合員に対する年1回以上の
所在確認を定期的に行うとともに、公告等による住所の変
更届出の催告をしなければならない。
4　第2項の規定により理事会が脱退処理を行った時は、その
結果について総代会に報告するものとする。
5　第3項の手続き等は規約に定める。

（法定脱退）
第11条　組合員は次の事由によって脱退する。

（1）組合員たる資格の喪失
（2）死亡
（3）除名

（除　名）
第12条　この組合は、組合員が次の各号のいずれかに該当すると

きは、総代会の議決によって、除名することができる。
（1）1年間この組合の事業（施設）を利用しないとき
（2）出資の払込み（供給物資の代金又は利用料の支払）を怠

り、催告を受けてもその義務を履行しないとき
（3）この組合の事業を妨げ、又は信用を失わせる行為をした

とき
2　前項の場合において、この組合は総代会の会日の5日前ま
でに除名しようとする組合員にその旨を通知し、かつ、総
代会において弁明する機会を与えなければならない。
3　この組合は、除名の議決があったときは、除名された組
合員に除名の理由を明らかにして、その旨を通知するもの
とする。

（脱退組合員の払い戻し請求権）
第13条　脱退した組合員は、次の各号に定めるところにより、そ

の払込済出資額の払い戻しをこの組合に請求することがで
きる。
（1）第10条の規定による脱退又は第11条第1号若しくは第2

号の事由による脱退の場合は、その払込済出資額に相当
する額

（2）第11条第3号の事由による脱退の場合は、その払込済出
資額の2分の1に相当する額

2　この組合は、脱退した組合員がこの組合に対する債務を
完済するまでは､ 前項の規定による払戻しを停止すること
ができる。
3　この組合は、事業年度の終わりに当たり、この組合の財
産をもってその債務を完済するに足らないときは、第1項の
払戻しを行わない。

（出　資）
第14条　組合員は出資1口以上を有しなければならない。

2　1組合員の有することのできる出資口数の限度は、組合員
の総出資口数の4分の1とする。
3　組合員は、出資金額払込みについて、相殺をもってこの
組合に対抗することができない｡
4　組合員の責任は、その出資金額を限度とする｡

（出資1口の金額及びその払込み方法）
第15条　出資1口の金額は1,000円とし、全額一時払込みとする。
（出資口数の増加）
第16条　組合員は､ この組合の定める方法により、その出資口数

を増加することができる。
2　出資口数を増加しようとする組合員は、この組合の定め
る出資口数増加申込書に、増加しようとする出資口数に相
当する出資金額を添え、これをこの組合に提出しなければ
ならない。

生活協同組合コープかごしま定款
定　款〈資   料〉
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（出資口数の減少）
第17条　組合員は､ やむを得ない理由があるときは、事業年度の

末日の90日前までに、減少しようとする出資口数をこの組
合に予告し、当該事業年度の終わりにおいて出資口数を減
少することができる。
2　組合員は、その出資口数が第14条第2項に規定する限度
を超えたときは、その限度以下に達するまでにその出資口
数を減少しなければならない。
3　出資口数を減少した組合員は、減少した出資口数に応ず
る払込済出資額の払い戻しをこの組合に請求することがで
きる。
4　第13条第3項の規定は、出資口数を減少する場合につい
て準用する。

第 三 章　　役　職　員

（役　員）
第18条　この組合に次の役員を置く。

①理事　15人以上　40人以内
②監事　  5人以上　  7人以内

（役員の選任）
第19条　役員は、役員選任規約の定めるところにより、総代会に

おいて選任する。
2　理事は、組合員でなければならない。ただし、特別の理
由があるときは、理事の定数の3分の1以内の者を、組合員
以外の者のうちから選任することができる。
3　組合員以外の者のうちから監事を選任する場合は、その
就任の前5年間当該組合の理事若しくは使用人又はその子
会社の取締役、会計参与、若しくは執行役若しくは使用人
でなかったこととする。
4　理事は、監事の選任に関する議案を総代会に提出するに
は、監事の過半数の同意を得なければならない。

（役員の補充）
第20条　理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超えるものが

欠けたときは、役員選任規約の定めるところにより、3箇月
以内に補充しなければならない。

（役員の任期）
第21条　理事の任期は2年、監事の任期は2年とし、前任者の任期

満了のときから起算する。ただし再選を妨げない。
2　補欠役員の任期は、前項の規定にかかわらず、前任者の
残任期間とする。
3　役員の任期は、その満了のときがそのときの属する事業
年度の通常総代会の終了のときと異なるときは、第1項の規
定にかかわらず、その総代会の終了のときまでとする。
4　役員が任期の満了又は辞任によって退任した場合におい
て、役員の数がその定数を欠くに至ったときは、その役員は、
後任者が就任するまでの間は、なお役員としての権利義務
を有するものとする。

（役員の兼職禁止）
第22条　監事は、次の者と兼ねてはならない。

（1）組合の理事又は使用人
（2）組合の子会社等の取締役又は使用人

（役員の責任）
第23条　役員は、法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款

及び規約並びに総代会の決議を遵守し、この組合のため忠
実にその職務を遂行しなければならない。
2　役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これに
よって生じた損害を賠償する責任を負う。
3　前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき
行われたときは、その決議に賛成した理事は、その行為を
したものとみなす。
4　第2項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除するこ
とができない。
5　前項の規定にかかわらず、第2項の責任は、当該役員が職
務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令
で定める額を限度として、総代会の決議によって免除する
ことができる。
6　前項の場合には、理事は、同項の総代会において次に掲
げる事項を開示しなければならない。
（1）責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額
（2）前項の規定により免除することができる額の限度及びそ

の算定の根拠

（3）責任を免除すべき理由及び免除額
7　理事は、第2項の責任の免除（理事の責任の免除に限る。）
に関する議案を総代会に提出するには、各監事の同意を得
なければならない。
8　第5項の決議があった場合において、組合が当該決議後に
同項の役員に対し退職慰労金等を与えるときは、総代会の
承認を受けなければならない。
9　役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があ
ったときは、当該役員は、これによって第三者に生じた損
害を賠償する責任を負う。

10　次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたと
きも、前項と同様の取扱いとする。ただし、その者が当該
行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明し
たときは、この限りでない。
（1）　理事　次に掲げる行為

イ　法第31条の9第1項及び第2項の規定により作成すべ
きものに記載し、又は記録すべき重要な事項について
の虚偽の記載又は記録

ロ　虚偽の登記
ハ　虚偽の公告

（2）　監事　監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項
についての虚偽の記載又は記録

11　役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負
う場合において、他の役員も当該損害を賠償する責任を負
うときは、これらの者は、連帯債務者とする。

（理事の自己契約等）
第24条　理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取

引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければな
らない。
（1）理事が自己又は第三者のためにこの組合と取引をしよう

とするとき。
（2）この組合が理事の債務を保証することその他理事以外の

者との間において組合と当該理事との利益が相反する取
引をしようとするとき。

（3）理事が自己又は第三者のために組合の事業の部類に属す
る取引をしようとするとき。

2　第1項各号の取引を行った理事は、当該取引後、遅滞なく
当該取引についての重要な事実を理事会に報告しなければ
ならない。

（役員の解任）
第25条　総代は、総総代の5分の1以上の連署をもって、役員の解

任を請求することができるものとし、その請求につき総代
会において出席者の過半数の同意があったときは、その請
求に係る役員は、その職を失う。
2　前項の規定による請求は、解任の理由を記載した書面を
この組合に提出してしなければならない。
3　理事長は、前項の規定による書面の提出があったときは、
その請求を総代会の議に付し、かつ、総代会の会日の10日
前までに、その役員にその書面を送付し、かつ、総代会に
おいて弁明する機会を与えなければならない。
4　第1項の請求があった場合は、理事会は、その請求があっ
た日から20日以内に臨時総代会を招集すべきことを決しな
ければならない。なお、理事の職務を行う者がないとき又
理事が正当な理由がないのに総代会招集の手続をしないと
きは、監事は、総代会を招集しなければならない。

（役員の報酬）
第26条　理事及び監事に対する報酬は、総代会の議決をもって定

める。この場合において、総代会に提出する議案は、理事
に対する報酬と監事に対する報酬を区分して表示したもの
でなければならない。
2　監事は、総代会において、監事の報酬について意見を述
べることができる。
3　第1項の報酬の算定方法については、規則をもって定める。

（代表理事）
第27条　理事会は、理事の中からこの組合を代表する理事（以下、

「代表理事」という。）を選定しなければならない。
2　代表理事は、組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判
外の行為をする権限を有する。

（会長・理事長・専務理事及び常務理事）
第28条　理事は、理事長及び専務理事を理事会に於いて互選する。

ただし、必要に応じて会長、常務理事を互選することがで
きる。
2　会長は、理事会の決定に従ってこの組合の業務を総理する。
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3　理事長は、理事会の決定に従ってこの組合の業務を統括
する。
4　専務理事は、理事長を補佐してこの組合の業務を執行し、
理事長に事故があるときは、その職務を代行する。
5　常務理事は、理事長及び専務理事を補佐して組合の業務
の執行を分担し、理事長及び専務理事に事故があるときは、
あらかじめ理事会において定めた順序に従ってその職務を
代行する。

（理事会）
第29条　理事会は理事をもって組織する｡

2　理事会は、組合の業務執行を決し、理事の職務の執行を
監督する。
3　理事会は、理事長が招集する。
4　理事長以外の理事は、理事長に対し、理事会の目的であ
る事項を示して、理事会の招集を請求することができる。
5　前項の請求があった日から5日以内に、その請求があった
日から2週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の
通知が発せられない場合には、その請求をした理事は、理
事会を招集することができる。
6　理事は3月に1回以上業務の執行の状況を理事会に報告し
なければならない。
7　その他理事会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（理事会招集手続）
第30条　理事会の招集は、その理事会の日の1週間前までに、各

理事及び監事に対してその通知を発してしなければならな
い｡ ただし、緊急の必要がある場合には、この期間を短縮
することができる。 
2　理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招
集の手続を経ないで開くことができる。

（理事会の議決事項）
第31条　この定款に特別に定めがあるもののほか、次の事項は、

理事会の議決を経なければならない。
（1）この組合の財産及び業務の執行に関する重要な事項
（2）総代会の招集並びに総代会に付議すべき事項
（3）この組合の財産及び業務の執行のための手続その他この

組合の財産及び業務の執行について必要な事項を定める
規則の設定、変更及び廃止

（4）取引金融機関の決定
（5）前各号のほか、理事会において必要と認めた事項

（理事会の議決方法）
第32条　理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。
2　前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、そ
の議決に加わることができない。
3　理事が理事会の決議の目的である事項について提案した
場合において、当該提案につき理事（当該事項について議
決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電
磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提
案について異議を述べたときは除く。）は、当該提案を可決
する旨の理事会の決議があったものとみなす。
4　理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報
告すべき事項を通知したときは、当該事項を理事会へ報告
することを要しない。

（理事会の議事録）
第33条　理事会の議事については、法令の定める事項を記載した

議事録を作成し、出席した理事及び監事はこれに署名し、
又は記名押印しなければならない。

（定款等の備置）
第34条　この組合は、法令に基づき、以下に掲げる書類を主たる

事務所に備え置かなければならない。
（1）定款
（2）規約
（3）理事会の議事録
（4）総代会の議事録
（5）貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案又は損失処理案
（以下「決算関係書類」という。）及び事業報告書並びにこ
れらの附属明細書（監査報告を含む。）

2　この組合は、法令に定める事項を記載した組合員名簿を
作成し、主たる事務所に備え置かなければならない。
3　この組合は、組合員又は組合の債権者（理事会の議事録
については、裁判所の許可を得た組合の債権者）から、法
令に基づき、業務取扱時間内において当該書面の閲覧又は
謄写の請求等があったときは、正当な理由がないのにこれ

を拒んではならない。
（監事の職務及び権限）
第35条　監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、

法令で定めるところにより、監査報告を作成しなければな
らない。
2　監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業に関す
る報告を求め、又はこの組合の業務及び財産の状況を調査
することができる。
3　監事は、その職務を行うため必要があるときは、この組
合の子会社等に対して事業の報告を求め、又はその子会社
の業務及び財産の状況の調査をすることができる。
4　前項の子会社等は、正当な理由があるときは、同項の報
告又は調査を拒むことができる。
5　監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、
意見を述べなければならない。
6　監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をす
るおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定款に違
反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるとき
は、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。
7　監事は、前項の場合において、必要があると認めるときは、
理事に対し、理事会の招集を請求することができる。
8　第29条第5項の規定は、前項の請求をした監事について
これを準用する。
9　監事は、総代会において、監事の選任若しくは解任又は
辞任について意見を述べることができる。

10　監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される総代会に
出席して、辞任した旨及びその理由を述べることができる。

11　理事長は、前項の者に対し、同項の総代会を招集する旨
並びに総代会の日時及び場所を通知しなければならない。

12　監査についての規則の設定、変更及び廃止は監事が行い、
総代会の承認を受けるものとする。

（理事の報告義務）
第36条　理事は、組合に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を

発見したときは、直ちに監事に報告しなければならない。
（監事による理事の不正行為の差止め）
第37条　監事は、理事がこの組合の目的の範囲外の行為その他法

令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為を
するおそれがある場合において、当該行為によってこの組
合に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に
対し、当該行為をやめることを請求することができる。
2　前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同項の理
事に対し、その行為をやめることを命ずるときは、担保を
立てさせないものとする。

（監事の代表権）
第38条　第27条第2項の規定にかかわらず、次の場合には、監事

がこの組合を代表する。
（1）この組合が、理事又は理事であった者（以下、この条に

おいて理事等という。）に対し、また、理事等が組合に
対して訴えを提起する場合

（2）この組合が、6箇月前から引き続き加入する組合員から、
理事等の責任を追及する訴えの提起の請求を受ける場合

（3）この組合が、6箇月前から引き続き加入する組合員から、
理事等の責任を追及する訴えに係る訴訟告知を受ける場
合

（4）この組合が、裁判所から、6箇月前から引き続き加入す
る組合員による理事等の責任を追及する訴えについて、
和解の内容の通知及び異議の催告を受ける場合

（組合員による理事の不正行為等の差止め）
第39条　6箇月前から引き続き加入する組合員は、理事が組合の

目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行
為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合におい
て、当該行為によって組合に回復することができない損害
が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為
をやめることを請求することができる。

（組合員の調査請求）
第40条　組合員は、総組合員の100分の3以上の同意を得て、監事

に対し、組合の業務及び財産の状況の調査を請求すること
ができる｡
2　監事は、前項の請求があったときは、必要な調査を行わ
なければならない。

（顧　問）
第41条　この組合に、顧問を置くことができる。

2　顧問は、理事会において選任する。
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3　顧問は、この組合の業務の執行に関し、理事長の諮問に
応ずるものとする。

（職　員）
第42条　この組合の職員は、理事長が任免する。

2　職員の服務、給与その他職員に関し、必要な事項は規則
で定める。

第 四 章　　総　代　会

（総代会の設置）
第43条　この組合に、総会に代わるべき総代会を設ける｡
（総代の定数）
第44条　総代の定数は、500人以上600人以内に於いて総代選挙

規約で定める。
（総代の選挙）
第45条　総代は総代選挙規約の定めるところにより、組合員のう

ちから選挙する。
（総代の補充）
第46条　総代が欠けた場合におけるその補充については、総代選

挙規約の定めるところによる。
（総代の職務執行）
第47条　総代は、組合員の代表として、組合員の意思を踏まえ、

誠実にその職務を行わなければならない。
（総代の任期）
第48条　総代の任期は1年とする。ただし、再選を妨げない。

2　補欠総代の任期は、前項の規定にかかわらず前任者の残
任期間とする。
3　総代は、任期満了後であっても、後任者の就任するまで
の間は、その職務を行うものとする。

（総代名簿）
第49条　理事は、総代の氏名及びその選挙区を記載した総代名簿

を作成し、組合員に周知しなければならない。
（通常総代会の招集）
第50条　通常総代会は、毎事業年度終了の日から3箇月以内に招

集しなければならない。
（臨時総代会の招集）
第51条　臨時総代会は、必要があるときは、いつでも理事会の議

決を経て、招集できる。ただし、総代がその5分の1以上の
同意を得て、会議の目的とする事項及び招集の理由を記載
した書面を提出して総代会の招集を請求したときは、理事
会は、その請求のあった日から20日以内に臨時総代会を招
集すべきことを決しなければならない。

（総代会の招集者）
第52条　総代会は、理事会の議決を経て、理事長が招集する。

2　理事長及びその職務を代行する理事がいないとき、又は
前条の請求があった場合において、理事が正当な理由がな
いのに総代会招集の手続をしないときは、監事は、総代会
を招集しなければならない。

（総代会の招集手続）
第53条　総代会の招集者が総代会を招集する場合には、総代会の

日時及び場所その他の法令で定める事項を定めなければな
らない。
2　前項の事項の決定は、次項の定める場合を除き、理事会
の決議によらなければならない。
3　前条第2項の規定により監事が総代会を招集する場合に
は、第1項の事項の決定は、監事の全員の合議によらなけれ
ばならない。
4　総代会を招集するには、総代会の招集者は、その総代会
の会日の10日前までに、総代に対して第1項の事項を記載
した書面をもってその通知を発しなければならない。
5　通常総代会の招集の通知に際しては、法令で定めるとこ
ろにより、総代に対し、理事会の承認を受けた決算関係書
類及び事業報告書（監査報告を含む。）を提供しなければな
らない。

（総代会提出議案及び書類の調査）
第54条　監事は、理事が総代会に提出しようとする議案、書類そ

の他法令で定めるものを調査しなければならない。この場
合において、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当
な事項があると認めるときは、その調査の結果を総代会に
報告しなければならない。

（総代会の会日の延期又は続行の決議）
第55条　総代会の会日は、総代会の議決により、延期し、又は続

行することができる。この場合においては、第53条の規定
は適用しない。

（総代会の議決事項）
第56条　この定款に特別の定めのあるもののほか、次の事項は総

代会の議決を経なければならない｡
（1）定款の変更
（2）規約の設定、変更及び廃止
（3）解散及び合併
（4）毎事業年度の予算及び事業計画の設定及び変更
（5）出資1口の金額の減少
（6）事業報告書及び決算関係書類
（7）連合会及び他団体への加入又は脱退
2　この組合は、第3条各号に掲げる事業を行うため、必要と
認められる他団体への加入又は脱退であって、多額の出資
若しくは加入金又は会費を要しないものについては、前条
の規定にかかわらず、総代会の議決によりその範囲を定め、
理事会の議決事項とすることができる。
3　総代会においては､ 第53条第4項の規定によってあらか
じめ通知した事項についてのみ議決をするものとする。た
だし、この定款により総代会の議決事項とされているもの
を除く事項であって軽微かつ緊急を要する事項については、
この限りではない。

（総代会の成立要件）
第57条　総代会は、総代の過半数が出席しなければ議事を開き、

議決することができない。
2　前項に規定する数の総代の出席のないときは、理事会は、
その総代会の会日から20日以内に、さらに総代会を招集す
ることを決しなければならない｡ この場合には、前項の規
定は適用しない。

（役員の説明義務）
第58条　役員は、総代会において、総代から特定の事項について

説明を求められた場合には、当該事項について必要な説明
をしなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この
限りでない。
（1）総代が説明を求めた事項が総代会の目的である事項に関

しないものである場合
（2）その説明をすることにより組合員の共同の利益を著しく

害する場合
（3）総代が説明を求めた事項について説明をするために調査

をすることが必要である場合。ただし、当該総代が総代
会の日より相当の期間前に当該事項を組合に対して通知
した場合又は当該事項について説明をするために必要な
調査が著しく容易である場合はこの限りでない。

（4）総代が説明を求めた事項について説明をすることにより
組合その他の者（当該総代を除く。）の権利を侵害する
こととなる場合

（5）総代が当該総代会において実質的に同一の事項について
繰り返して説明を求める場合

（6）前各号に掲げる場合のほか、総代が説明を求めた事項に
ついて説明をしないことにつき正当な理由がある場合

（議決権及び選挙権）
第59条　総代は、その出資口数の多少にかかわらず、各1個の議

決権及び選挙権を有する。
（総代会の議決方法）
第60条　総代会の議事は、出席した総代の過半数で決し、可否同

数のときは議長の決するところによる。
2　総代会の議長は、総代会において、出席した総代の中か
らその都度選出する。
3　議長は、総代として総代会の議決に加わる権利を有しな
い。
4　総代会において議決をする場合には、議長は、その議決
に関して出席した総代の数に算入しない。

（総代会の特別議決方法）
第61条　次の事項は、総代の半数以上が出席し、その議決権の3

分の2以上の多数で決しなければならない。
（1）定款の変更
（2）解散及び合併
（3）組合員の除名
（4）事業の全部の譲渡、共済事業の全部の譲渡及び共済契約

の全部の移転
（5）第23条第5項に規定する役員の責任の免除

（議決権及び選挙権の書面又は代理人による行使）
第62条　総代は、第53条第4項の規定によりあらかじめ通知のあ
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った事項について、書面又は代理人をもって議決権又は選
挙権を行うことができる。ただし、組合員でなければ代理
人となることができない。
2　前項の規定により議決権又は選挙権を行う者は出席者と
みなす。
3　第1項の規定により書面をもって議決権又は選挙権を行使
するものは、第53条第4項の規定によりあらかじめ通知の
あった事項について、その賛否を書面に明示して、第66条
及び第19条第1項の規定による規約の定めるところにより、
この組合に提出しなければならない。
4　代理人は、2人までの総代を代理することができる。
5　代理人は、代理権を証する書面をこの組合に提出しなけ
ればならない。

（組合員の発言権）
第63条　組合員は、総代会に出席し、議長の許可を得て発言する

ことができる。ただし、総代の代理人として総代会に出席
する場合を除き、議決権及び選挙権を有しない。

（総代会の議事録）
第64条　総代会の議事については、法令で定める事項を記載した

議事録を作成し、作成した理事及び議長がこれに署名又は
記名押印するものとする。

（解散又は合併の議決）
第65条　総代会において組合の解散又は合併の議決があつたとき

は、理事は、当該議決の日から10日以内に、組合員に当該
議決の内容を通知しなければならない。 
2　前項の議決があった場合において、組合員が総組合員の5
分の1以上の同意を得て、会議の目的である事項及び招集の
理由を記載した書面を理事会に提出して、総会の招集を請
求したときは、理事会は、その請求のあった日から3週間以
内に総会を招集すべきことを決しなければならない。この
場合において、書面の提出は、前項の通知に係る事項につ
いての総代会の議決の日から1月以内にしなければならな
い。
3　前項の請求の日から2週間以内に理事が正当な理由がない
のに総会招集の手続をしないときは、監事は、総会を招集
しなければならない。
4　前2項の総会において第1項の通知に係る事項を承認しな
かった場合には、当該事項についての総代会の議決は、そ
の効力を失う。

（総代会運営規約）
第66条　この定款で定めるもののほか、総代会の運営に関し必要

な事項は､ 総代会運営規約で定める｡

第 五 章　　事業の執行

（事業の利用）
第67条　組合員と同一世帯に属する者は、この組合の事業の利用

については、組合員とみなす。
（事業の品目等）
第68条　第3条第1号に規定する生活に必要な物資の品目は、食料

品、生鮮品、米穀、酒、煙草、食塩、衣料品、燃料、切手、
印紙、医薬品、化粧品､ 家庭雑貨、家具、電気器具、文房具、
書籍､ 飲物とする。
2　第3条第2号に規定する生活に有用な協同施設の種類は、
文化事業施設、理容施設、美容施設、保育施設及びクリー
ニングとする。
3　第3条第3号に規定する自動車運送取扱い事業は、道路運
送法第2条第4項に掲げる事業とする。
4　第3条第4号に規定する生活の共済を図る事業は、日本コ
ープ共済生活協同組合連合会が行う生命共済事業、住宅災
害共済事業、こども共済事業、定期生命共済事業、終身共
済事業、学生総合共済事業及び全国労働者共済生活協同組
合連合会が行う風水害等給付金付火災共済事業、自然災害
共済事業、個人長期生命共済事業、自動車総合補償共済事
業の業務の一部を受託する受託共済事業とする。
5　第3条第5号に規定する福祉に関する事業は、児童福祉法、
身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律、知的障害者福祉法、老人福祉法、老人保健法、介護
保険法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律のいずれかに基づく保健福祉に関する事業
並びにその関連の事業とする。
6　第3条第6号に規定する組合員の生活及び文化の向上を図

る事業の内容は、講演、講習、見学、出版、スポーツ大会、
レクレーション活動、商品テスト、プレイガイドとする。
7　第3条第7号にもとづく教育事業は次の通りとする。
ア）組合員の生活改善に関する知識の向上を図る事業
イ）組合従業員の生活改善に関する知識の向上を図る事業
ウ）一般市民に対する生活思想の啓発を図る事業

第 六 章　　会　　　計

（事業年度）
第69条　この組合の事業年度は、毎年4月1日より翌年3月31日ま

でとする。
（財務処理）
第70条　この組合は、法令及びこの組合の経理に関する規則の定

めるところにより、この組合の財務の処理を行い、決算関
係書類及びその附属明細書を作成するものとする。

（収支の明示）
第71条　この組合は、この組合が行う事業の種類ごとに収支を明

らかにするものとする。
（医療福祉等事業の区分経理）
第72条　この組合は、次に掲げる事業（以下、「医療福祉等事業」

という。）に係る経理とその他の経理を区分するものとする。
（1）法第50条の3第3項の規定に基づき区分経理しなければ

ならない事業
イ　介護保険法第41条第1項に規定する指定居宅サービ
ス事業者の指定を受けて実施する事業

ロ　児童福祉法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律、知的障害者福祉法、老人福
祉法、老人保健法、介護保険法及び障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律のいずれ
かに基づく保健福祉に関する事業並びにその関連の事
業

（2）区分経理に含める事業（（1）を除く。）
イ　自主的に行なう訪問介護サービス事業

（法定準備金）
第73条　この組合は、出資総額の2分の1に相当する額に達するま

で、毎事業年度の剰余金の10分の1に相当する額以上の金
額を法定準備金として積み立てるものとする。ただし、こ
の場合において繰越欠損金があるときには、積み立てるべ
き準備金の額の計算は、当該事業年度の剰余金からその欠
損金のてん補にあてるべき金額を控除した金額について行
うものとする。
2　前項の規定による法定準備金は、欠損金のてん補にあて
る場合を除き、取り崩すことができない。

（教育事業等繰越金）
第74条　この組合は、毎事業年度の剰余金の20分の1に相当する

額以上の金額を教育事業等繰越金として翌事業年度に繰り
越し、繰り越された事業年度の第3条第7号に定める事業の
費用にあてるために支出するものとする｡ なお、全部又は
一部を組合員の相互の協力の下に地域において行う福祉の
向上に資する活動を助成する事業に充てることができる。
2　前条第1項ただし書の規定は、前項の規定による繰越金の
額の計算について準用する。

（医療福祉等事業の積立金）
第75条　この組合は、医療福祉等事業に関し、残余がある場合に

ついては、医療福祉等事業積立金として積み立てるものと
する。
2　前項の規定による医療福祉等事業積立金は、医療福祉等
事業の費用に充てる場合を除いては、取り崩してはならな
い。

（剰余金の割戻し）
第76条　この組合は､ 剰余金について、組合員の組合事業の利用

分量又は払込んだ出資額に応じて組合員に割り戻すことが
できる。

（利用分量に応ずる割戻し）
第77条　組合事業の利用分量に応ずる剰余金の割戻し（以下 ｢利

用分量割戻し｣ という）は毎事業年度の剰余金について、
繰越欠損金をてん補し、第73条第1項の規定による法定準
備金として積み立てる金額及び第74条第1項の規定による
教育事業等繰越金として繰り越す金額（以下「法定準備金等
の金額」という。）を控除した後に、なお、残余があるとき
に行うことができる。
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2　利用分量割戻しは各事業年度における組合員の組合事業
の種類別ごとの利用分量に応じて行う｡
3　この組合は、組合事業を利用する組合員に対し、組合事
業の利用の都度、利用した事業の種類別及び分量を証する
領収書等を交付するものとする。
4　この組合は、組合員が利用した組合事業の利用分量の種
類別ごとの総額がこの組合のその事業総額の5割以上であ
ると確認した場合でなければ、その事業についての利用分
量割戻しを行わない。
5　この組合は、利用分量割戻しを行うこと及び利用分量割
戻金の額について、総代会の議決があったときは、速やか
に利用分量割戻しを行うこと及び事業の種類、利用分量割
戻金の利用分量に対する割合及び利用分量割戻金の請求方
法を組合員に公告するものとする。
6　この組合は、利用分量割戻しを行うときは、その割戻す
べき金額に相当する額を利用分量割戻金として積み立てる
ものとする。
7　組合員は、第5項の公告に基づき利用分量割戻金をこの組
合に請求しようとするときは、利用分量割戻しを行うこと
についての議決が行われた総代会の終了の日から6箇月を
経過する日までに、第3項の規定により交付を受けた領収書
等を提出してこれをしなければならない。
8　この組合は、前項の請求があったときは、第6項の規定に
よる利用分量割戻金の積み立てを行った事業年度の翌々事
業年度の末日までに、その利用分量割戻金を取り崩して、
組合員ごとに前項の規定により提出された領収書等によっ
て確認した事業の利用分量に応じ、利用分量割戻金を支払
うものとする。
9　この組合は、各組合員ごとの利用分量があらかじめ明ら
かである場合には、第7項の規定にかかわらず、組合員から
の利用分量割戻金の請求があったものとみなして、前項の
支払を行うことができる。

10　この組合が、前2項の規定により利用分量割戻しを行おう
とする場合において、この組合の責めに帰すべき事由以外
の事由により第8項に定める期間内に支払を行うことがで
きなかったときは、当該組合員は、当該期間の末日をもっ
て利用分量割戻金の請求権を放棄したものとみなす。

11　この組合は、各事業年度の利用分量割戻金のうち第8項に
定める期間内に割戻しを行うことができなかった額は、当
該事業年度の翌々事業年度における事業の剰余金に算入す
るものとする。

（出資金に応ずる割戻し）
第78条　払い込んだ出資額に応ずる剰余金の割戻し（以下 ｢出資

配当｣ という。）は、毎事業年度の剰余金から法定準備金等
の金額を控除した額又は当該事業年度の欠損金に、繰越剰
余金又は繰越欠損金を加減し、さらに任意積立金取崩額を
加算した額について行うことができる。
2　出資配当は、各事業年度の終わりにおける組合員の払込
済出資額に応じて行う。ただし、事業年度内の組合員毎の
いちじるしい出資額の異動については、毎月末日を計算期
日とする。
3　出資配当金の額は、払込済出資額につき年1割以内の額と
する。
4　この組合は、出資配当を行うこと及び出資配当金の額に
ついて総代会の議決があったときは、速やかに出資配当金
の払込済出資額に対する割合及び出資配当金の請求方法を
組合員に公告するものとする。
5　組合員は、前項の公告に基づき出資配当金をこの組合に
請求しようとするときは、出資配当を行うことについての
議決が行われた総代会終了の日から6箇月を経過する日ま
でにこれをしなければならない。
6　前項の請求があったときは、この組合は遅滞なく出資配
当金を支払うものとする。
7　この組合は、あらかじめ支払方法を明確に定めている場
合には、第5項の規定にかかわらず、組合員からの出資配当
金の請求があったものとみなして、前項の支払を行うこと
ができる。
8　この組合が、前2項の規定により出資配当金の支払を行お
うとする場合において、この組合の責めに帰すべき事由以
外の事由により支払を行えなかったときは、第4項に定める
総代会の終了の日から2年を経過する日までの間に請求を
行った場合を除き、当該組合員は、出資配当金の請求権を
放棄したものとみなす。

（端数処理）
第79条　前2条の規定による割戻金の額を計算する場合において、

組合員ごとの割戻金の額に1円未満の端数が生じたときは、
これを切り捨てるものとする。

（その他の剰余金処分）
第80条　この組合は、剰余金については、第76条の規定により組

合員への割戻しを行った後に、なお残余があるときは、そ
の残余を任意に積み立て又は翌事業年度に繰り越すものと
する。

（欠損金のてん補）
第81条　この組合は、欠損金が生じたときは、繰越剰余金、前条

の規定により積み立てた積立金、法定準備金の順に取り崩
してそのてん補に充てるものとする。

（投機取引等の禁止）
第82条　この組合は、いかなる名義をもってするを問わず、この

組合の資産について投機的運用及び投機取引を行ってはな
らない。

（組合員に対する情報開示）
第83条　この組合は、この組合が定める規則により、組合員に対

して事業及び財務の状況に関する情報を開示するものとす
る。

第 七 章　　解　　　散

（解　散）
第84条　この組合は、総代会の議決による場合のほか、次の事由

により解散する｡
（1）目的たる事業の成功の不能
（2）行政庁の解散命令
（3）合併
（4）破産手続開始の決定
2　この組合は、前項の事由によるほか、組合員（第6条第2
項の規定による組合員を除く。）が100人未満になったとき
は解散する。
3　理事は、この組合が解散（破産による場合を除く。）した
ときは遅滞なく組合員に対してその旨を通知し、且つ公告
しなければならない。

（残余財産の処分）
第85条　この組合が解散（合併又は破産による場合を除く。）した

場合の残余財産（解散のときにおけるこの組合の財産から、
その債務を完済した後における残余の財産をいう。）は、払
込済出資額に応じて組合員に分配する。ただし、残余財産
の処分につき、総代会において別段の議決をしたときは、
この議決によるものとする。

第 八 章　　雑　　　則

（公告の方法）
第86条　この組合の公告は、以下の方法で行う。

（1）事務所の店頭に掲示する方法
（2）電子公告による方法
（3）官報に掲載する方法
2　法令により官報に掲載する方法により公告しなければな
らないものとされている事項に係る公告については、官報
に掲載するほか、前項の（1）（2）に規定する方法により
行うものとする。
3　第1項において、事故その他やむを得ない事由によって電
子広告による広告ができない場合は、南日本新聞に掲載し
て行う。

（組合の組合員に対する通知及び催告）
第87条　この組合が組合員に対して行う通知及び催告は、組合員

名簿に記載し、又は記録したその者の住所に、その者が別
に通知又は催告を受ける場所又は連絡先をこの組合に通知
したときは、その場所又は連絡先にあてて行う。
2　この組合は、前項の規定により通知及び催告を行った場
合において、通常組合員に到達すべきときに組合員に到達
したものとみなす。

（実施規則）
第88条　この定款及び規約に定めるもののほか、この組合の財産

及び業務の執行のための手続、その他この組合の財産及び
業務の執行について必要な事項は、規則で定める。
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附　　　則

（執行期日）
1　この定款は、この組合成立の日から施行する。
（成立当初の役員の任期）
2　この組合の成立当初における役員の任期は、第21条第1項の規
定にかかわらず、創立総会において議決された期間とする。た
だし、その期間は1年を超えてはならない。
（成立当初の事業年度）
3　この組合の成立の日の属する事業年度は第69条にかかわらず、
この組合の成立の日から翌年の3月31日までとする。
4　この定款は1979年2月14日より施行する。（第4条区域の改訂）
　この定款は1979年12月13日より施行する。（第4条区域の改訂）
　この定款は1980年3月7日より施行する。（第2条名称の改訂）
　この定款は1981年4月14日より施行する。（第27条役員の定
数他の改訂）
　この定款は1983年7月9日より施行する。（第4条区域、第33
条理事長及び専務理事の改訂）
　この定款は1986年2月28日より施行する。（第3条事業、第
65条事業の品目等の改訂）
　この定款は1987年12月14日より施行する。（第3条事業、第
27条役員定数、第65条事業の品目等の改訂）
　この定款は1992年1月1日より施行する。（第2条名称、第3条
共済事業等の改訂）
　この定款は1994年2月16日より施行する。（第43条総代定数、
第66条共済掛金の最高限度額の改訂）
　この定款は1998年6月18日より施行する。（第33条理事長・
副理事長及び専務理事、第65条事業の品目等第4項の改訂）
　この定款は1999年11月17日より施行する。（第3条事業、第
38条定款等の備えつけ及び書類の提出、第65条事業の品目等の
改訂）
　この定款は2000年7月19日より施行する。（第3条事業、第
20条教育事業繰越金、第22条利用分量に応ずる割りもどし、第
23条出資金に応ずる割りもどし、第30条役員の任期、第30条の
2役員の兼職禁止、第31条役員の責任、第32条の2役員の報酬、
第34条理事会、第34条の2理事会招集手続、第36条理事会の成
立要件、第36条の2理事会の議決方法、第36条の3理事会の議事
録、第37条書面による理事会への出席、第38条定款等の備えつ
け及び書類の提出、第39条の2監事による調査、第39条の3理事
の報告義務、第39条の4組合員の調査請求、第44条の2総代の職
務執行、第46条の2総代名簿、第52条総代会の議決事項、第55
条総代会の議決方法、第57条議決権及び選挙権の書面又は代理
人による行使、第61条総代会の規定の準用、第65条事業の品目
等、第65条の2財務処理、第68条削除の改訂）
　この定款は2002年6月27日より施行する。（第65条4項第1号
への手術の追加、同第3号へのこども共済の追加、同第65条第6
項への児童福祉法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害
者福祉に関する法律、知的障害者福祉法の追加、第66条第2項
へのこども共済の追加と金額変更の改訂）
　この定款は2003年6月19日より施行する。（第10条2〜5項「み
なし自由脱退」の新設、第21条第1項の剰余金の割戻しの総括規
定の設置、第22条の利用割戻しの規定整理、第23条の出資配当
の規定整理、第33条第4項の専務理事への「代表する」の追加、
第37条第3項の理事会における書面議決と選挙に関わる事項の
規則との関連整理、第39条第2項の「全ての監査結果」の総代会
への報告の明記、第57条第3項の総代会への書面議決と選挙に
関わる事項の規約との関連整理、第69条の厚生労働大臣への変
更の改訂）
　この定款は2004年6月29日より施行する。（第66条2項の文
字使いの整理、こども共済事業の共済掛金額の最高限度の変更
の改訂）
　この定款は2005年6月17日より施行する。（第66条2項の共
済事業の共済掛金額の最高限度の変更の改訂）
　この定款は2006年6月9日より施行する。（第66条2項のこど
も共済事業の共済掛金額の最高限度の変更の改訂、第65条6の
障害者自立支援法の追記）
　この定款は2008年7月15日より施行する。
　この定款は2009年3月2日より施行する。（第68条事業の品目
等の改訂、第69条共済掛金及び共済金の削除、第70条財務運用
の基準の削除、第71条共済事業規約の削除、第75条共済事業の
経理区分の削除、第77条他の経理への資金運用の禁止の削除、
条文削除に伴なう条数の繰り上げ、変更）
　この定款は2009年12月22日より施行する。（第79条の端数

処理の四捨五入から切り捨てへの変更の改訂）
　この定款は2011年7月16日より施行する。（第68条事業の品
目第4項に終身共済事業の追加）
　この定款は2013年7月16日より施行する。（第42条の役職員
の定数を模範定款例に準拠し削除、第68条と第72条項に法律名
の変更に伴う変更の改訂）
　この定款は2021年7月6日より施行する。（第3条事業の第5項
組合員の旅行に関する事業を削除、第23条役員の責任の第10項
第1号のｲを日本生活協同組合連合会の条番号改定に伴い引用個
所項番号の変更、第68条事業の品目等の第4項に学生総合共済
事業、全国大学生協共済生活協同組合連合会が行う短期生命共
済事業、自動車総合補償共済事業を追記、第68条事業の品目等
の第5項を削除）
　この定款は2023年7月11日より施行する。（第5章第68条4項
にある「全国大学生協共済生活協同組合連合会が行う短期生命共
済事業」の削除）
　この定款は2023年9月6日より施行する。（第1章第3条2号組
合員の生活に有用な協同施設（第6号）を（第5号）に変更）
　この定款は2025年7月3日より施行する。（第41条顧問の条文
を模範定款例に準拠し変更、第61条の総代会の特別議決方法（5）
条文 第25条から第23条への変更、第74条教育事業等繰越金の
条文 第3条第8号から第7号への変更、第77条利用分量に応ずる
割戻しの条文 第78条第1項から第73条第1項への変更、第77条
利用分量に応ずる割戻し5項条文を模範定款例に準拠し変更、第
86条公告の方法の1項の（3）追加）
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